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要 旨
近年、環境問題への対応や健康増進等の理 由か ら、エネル ギー消費が多 く環
境負荷の高い 自動車な どに代えて、環境負荷の低い 自転車 を利用す ることが促
進 されてい る。一方、平成 23年中の、自転車が第 1当事者 (加害者)または第
2当事者 (被害者)となつた交通事故件数 (自転車関連事故)は14万4,018
件で、平成 17年か ら減少傾 向にある。ただ し、自転車関連事故が交通事故全体
に占める割合 は約 2割となってお り、近年は漸減傾向にあるものの、10年前の
1。 13倍となつている。 また、 自転車対歩行者の事故が平成 23年中の 自転車対
歩行者 の事故件数 は 2,801件となつてお り、前年か ら少 し減少 しているものの、
1999年の 801件と比較す ると多い状況 となっている。このよ うな現状か ら、自
転車事故の防止 に関す る取 り組み、ひいては 自転車利用環境 を改善す る取 り組
みを行 うことが求められている。
本研究では、 自転車関連事故の間接的、あるいは直接的な原因 とな り得 る、
放置駐輪問題 と自転車による歩道上の走行問題 を取 り上げた。本研究では、 こ
れ ら2つの問題 を解決す るための方策 として、フィー ドバ ック等の応用行動分
析学に基づ くアプ ローチを提案 した。研究 1から5においては、駐輪行動 を対
象 とし、研究 6から8においては歩道上の走行行動 を対象 とした。
研究 1及び 2では、放置駐輪台数 をフィー ドバ ックす るためのポスター と駐
輪禁止範囲を明示す る視覚プロンプ トの効果 を検討 した。研究 1の結果、フィ
ー ドバ ックポスター と視覚プロンプ トを同時に実施 した条件で、放置駐輪台数
が減少 した。一方、研究 2では、放置駐輪台数がベースライン条件 の時点で少
な く、介入 の効果が見 られなかった可能性が考えられた。研究 3では、放置駐
輪の状況 をよ り直接的に明示す るための写真付 きポスター と駐輪禁止範囲を示
す視覚プ ロンプ トの効果 を検討 したが、それ らの効果は見 られなかつた。研究
4では、大学側が放置車両の撤去施策 を実施す る際に、同時に放置駐輪台数 を
測定 し、撤去施策が及ぼす効果 を検討 した。その結果、撤去施策 を実施 した際
に、放置駐輪台数が顕著に減少 した。 また、放置駐輪台数は少ない状態で維持
された。研究 5では、歩道等に設置 した看板や大学の ウェブサイ トを通 じて駐
輪場情報 を提供す ることにより、駐輪場の利用台数が増加す るか否かを検討 し
た。 しか し、駐輪場の利用台数が変化 しなかつたことか ら、研究 5で用いた駐
輪場情報の提供方法では効果が見 られない ことが分かった。また、研究協力者
である警備員 による社会的妥当性の評価においても、研究 5で用いた駐輪場情
報の提供 とい う手続 きの効果に対す る評価 は低かった。
研究 6では、歩道上で 自転車及びバイクを押 して歩 く (安全行動)ように促
す警備員 による声かけ (言語プロンプ ト)と、同様の事 を促す メ ッセージが書
かれたタスキを警備員が着用す ることによる視覚プロンプ ト及び称賛のメ ッセ
ージを提示す ることの効果 を検討 した。その結果、介入 を実施 した条件で安全
行動 を とる者 の割合が急激 に増加 した。研究 7では、研究 6で実施 したプ ロン
プ トの うち、言語プロンプ ト単独の効果 を検討 した。その結果、言語プロンプ
ト単独で も安全行動が増加す ることが確認 された。研究 8では、研究 6で実施
したプ ロンプ トと、安全行動 をとつた者の割合 を看板 を用いてフィー ドバ ック
す る記録公表手続 きの効果 を検討 した。結果、プロンプ トと記録公表手続 きを
同時に導入 した条件で、安全行動が最 も増加 した。 さらに、記録公表手続 き単
独で も一定の効果があることが分かった。研究協力者である警備員 に対 して実
施 した社会的妥当性の評価 においては、効果があった とい う旨の評価 は得 られ
たが、警備員 に とつては負担であった とい う評価 も得 られた。一方、大学側か
らは好意的な評価が得 られた。
以上のよ うに、放置駐輪問題及び歩道上の走行問題 に対 してフィー ドバ ック
等の応用行動分析学に基づ くアプローチの効果があることが明 らか となった。
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1.序論
1-1。自転車関連事故の現状
近年、環境問題への対応や健康増進等の理由から、エネルギー消費が多く環境負荷の高
い自動車などに代えて、環境負荷の低い自転車を利用することが促進されている。日本に
おける自転車の保有台数は6,900万台となっており (社団法人自転車協会,2009)、特に近
距離の移動において、自転車を利用することが促進されていることから、今後も自転車の
利用者が増加 していくことが想定される。
一方、警察庁交通局 (2012)の統計によると、平成23年中の、自転車が第 1当事者 (加
害者)または第2当事者 (被害者)となつた交通事故件数 (自転車関連事故)は14万
4,018件で、平成 17年から減少傾向にある。ただし、自転車関連事故が交通事故全体に占
める割合は約2割となっており、近年は漸減傾向にあるものの、10年前の 1.13倍となつて
いる。また、警察庁交通局 (2010)によると、自転車対歩行者の事故が 1999年から 2009
年の間で、801件から2,934件に約3倍以上増加している。警察庁交通局 (2012)による最
新の統計数値においても、平成23年中の自転車対歩行者の事故件数は2,801件となってお
り、少し減少しているものの、1999年と比較すると多い状況に変わりはない。さらに、自
転車対歩行者の事故の状況によつては、被害者を死亡させた結果、加害者である自転車の
運転者が数千万円といつた高額な損害賠償金を支払 う必要が生じる事例もある。このよう
な現状から、自転車事故の防止に関する取り組み、ひいては自転車利用環境を改善する取
り組みを行う必要があると考えられる。
それでは、自転車の利用環境に対する配慮はどれほどなされているのだろうか。自動車
が移動手段の中心となっている我が国では、自転車の利用環境に対する配慮がほとんどな
されてこなかつたのが実状である。そのため、歩道には放置駐輪が浴れ、歩行者や自転車
の通行の障害となっていることに加え、都市の景観を破壊するといつた状況が続いてきた。
同時に、自転車は自動車と歩行者の間にある存在であるがゆえに、交通規則は整備されて
いるものの、その規則が自転車利用者の間に浸透してこなかつたという側面があり、それ
が自転車関連事故の遠因となつてきたと考えられる。このような過去を考えると、近年、
駐輪場整備等の利用環境に関する取 り組みや、安全な走行環境の整備に関する議論がなさ
れるようになったことは、大いに歓迎すべきことである。 しかし、そ ういつた取 り組みや
議論は始まつたばか りであると言つても過言ではない。そこで、本研究では、自転車の利
用環境の改善に資するための 1つのアプローチとして、応用行動分析学に基づくアプロー
チを提案 し、そのアプローチに基づいた介入手続きの効果を検討する。
以下では、自転車事故に関係する交通問題 と、それに対する心理学によるアプローチに
ついて述べる。また、本研究の核 となる応用行動分析学と交通問題に関して触れた後、本
研究の目的を述べる。
1-2.自転車事故に関係する交通問題と心理学によるアプローチ
自転車事故の一因として放置駐輪問題が挙げられる。すなわち、歩道等に放置された自
転車やバイクが歩行者の通行の妨げになるばかりでなく、自転車の走行にとつても妨げと
なっており、それが事故を誘発するということである。放置車両によつて道幅が狭くなつ
た歩道上で自転車と歩行者が接触する事故、あるいは自転車が通行可能な歩道上で通行が
困難となった自転車が、車道を走行した結果、自動車と接触する事故などが想定される。
また、自転車事故のうち、特に自転車対歩行者の事故の直接的な原因として、自転車によ
る歩道上の走行問題が挙げられる。例えば、自転車の走行が禁止されている歩道上で、猛
スピー ドで人波をかき分けて走る自転車を見かけることがあるのではないだろうか。また、
自転車が走行可能な歩道においても、ベルを鳴らしながら自らの進路上にいる歩行者をよ
けることもせずに走行している自転車を見かけることもある。本研究では、道路交通事故
の中でも、自転車関連事故の防止のため、事故発生の間接的あるいは直接的な原因になる
と考えられる放置駐輪問題及び歩道上の走行問題を取り上げる。以下では、それぞれの問
題について具体的に述べることとする。
1-2-1。放置駐輪問題
内閣府政策統括官 (共生社会政策担当)付交通安全対策担当参事官室 (20H)によると、
全国 (各都道府県の市、東京都特別区及び三大都市圏の町村をいう。)の駅周辺における
自転車の放置台数は平成 21年において約 23万8千台であり、平成 19年の約 33万台と比
較すると約9万1千台減少している。また、原動機付自転車の放置台数は平成 21年に約 7
千台であり、平成 19年の約 1万3千台と比較すると、約6千台の減少となつている。藤井
(2008)は違法に駐輪された自転車は、歩行者の安全で円滑な歩行の妨げになつているばか
りではなく、その地域の町並み景観を大きく劣化させ、日本全国のそれぞれの地域の “品
格"を大いに損わせていると述べている。また、とりわけ深刻なのが視覚障害者をはじめ
とする “移動困難者"と呼ばれる人々に対する否定的な影響であるということも述べてい
る (藤井,2008)。例えば、点字ブロック上に自転車等を駐輪することは、点字ブロックが
本来の機能を果たさなくなる原因となるということである。伊藤 (2008)も「放置自転車
は、都市の景観・美観上の問題だけではなく、歩行者や、視覚障害者あるいは車椅子の通
行の妨げになつているという点で、人に優しい社会実現の大きな障害になっている。」(伊
藤,2008,p。37)と同様の指摘をしている。また、放置駐輪のために、ひつたくり等の犯
罪が発生する事例もある (樋村,2007)。さらに、放置駐輪の対策費用も莫大な金額となつ
ている。例えば、神戸市では、放置自転車禁止区域の拡大、駐輪場の整備や放置自転車の
撤去といった施策が行われているが、平成 18年度に撤去した自転車及び原動機付自転車の
総数は3万9282台で、その経費は1億8千万円にも上っている (神戸市市民参画推進局広
報課,2007)。ちなみに、藤井 (2008)によれば、放置駐輪問題は我が国固有の問題である
とされており、海外においては放置駐輪問題に関する研究は存在しないようである。
多くの自治体では、放置駐輪問題に対して、駐輪禁止区域の設定、放置車両の撤去、駐
輪場の整備、警告看板やチラシの配布といった施策を行っている。しかし、上記のように
駅周辺の放置駐輪台数を見ると、放置駐輪の解消は困難な状況である。ここでは、放置駐
輪の解消を目指すにあたつて最も重要と考えられる駐輪場の整備と放置車両の撤去を例と
して、放置駐輪の解消が困難となっている理由を挙げる。まず、市街地中心部には多数の
車両を収容できる大規模な駐輪場を設置する空間がなく、仮に駐輪場を新設する場合でも、
駅から離れた利便性の低いところに整備される場合があることが挙げられる。また、一定
時間駐輪をすると課金されるため、長時間駐輪をする自転車等利用者が駐輪場の利用を避
けるということが考えられる。これらのことから、駐輪場の整備という施策が有効に機能
していない可能性がある。放置車両の撤去に関しては、撤去がおおよそ決まつた時間に行
われ、その時間帯を避ければ、撤去されない場合がある。また、放置車両の撤去が毎日行
われるわけではなく、撤去頻度が少ないために、自転車等利用者が撤去を経験することが
少ないということも、放置車両の撤去が有効に機能していない理由として考えられる。
心理学の視点から放置駐輪問題を扱った研究は、社会心理学の領域と行動分析学の領域
で行われている。行動分析学の領域で行われた研究については、後述することとして、こ
こでは社会心理学の領域で行われた研究に関して述べる。社会心理学のアプローチから行
われた研究には、主に放置駐輪問題を社会的ジレンマ (social dilerrma)状況1という枠組
みでとらえて心理的方略 (psyChological strategy)の効果を検証した研究 (例えば、荻
原・藤井・池田,2007)と心理的リアクタンス (psychological reactance)2の理論を背景
とした研究 (例えば、北折・吉田,2000)が行われてきた。
荻原ら (2007)は、駅周辺において心理的方略による放置駐輪削減策の研究を行つた。
放置駐輪問題を社会的ジレンマ状況と定義することができるのは、放置駐輪をするか否か
l Dawes(1980)によれば、社会的ジレンマ状況とは、(a)協力的な選択をするよりも社会
的にみれば欠陥のある選択をするほうが、他の人がどのような行動をとるにしろ、個人が
受ける利益は大きい;しかしながら、(b)もし、全員が欠陥のある選択をすれば、各自が
受けとる利益は少なくなり、全員が協力的選択をすれば、それぞれの受けとる利益は多く
なるという2つの特性を同時に備えた社会状況であるとされる。
2心理的リアクタンスは “自由が脅かされる、あるいは奪われたりしたときにその自由を回
復するように動機付けられた状態"と定義されている (Brehm,1966)。
という状況が 「全員が自らの個人利益 (利己的利益)を追求してより便利でより安価な放
置駐輪行為を行 う (逃避行動)か、公共利益を優先させて放置駐輪を行わないか (協力行
動)のいずれかを選択しなければならない状況」 (藤井,2002,p。18)であるからである。
藤井 (2003)によると社会的ジレンマヘの対応策は、構造的方略 (structural strategy)
と心理的方略の2種類があるとされている。藤井 (2003)によると構造的方略とは 「法的
規制により非協力行動を禁止する、非協力行動の個人利益を軽減させる、協力行動の個人
利益を増大させる等の方略により、社会的ジレンマを創出している社会構造そのものを変
革する」(藤井,2003,p.22-23)ことである。構造的方略の例には、放置駐輪に対する罰
金 0条例等の強化、放置自転車の撤去、あるいは駐輪場増設などが挙げられる。また、藤
井 (2003)によると心理的方略とは 「個人の行動を規定している、信念 (belief)、態度
(attitude)、責任感 (ascribed responsibility)、信頼 (trust)、道徳 心 (mOral
obligation)、良心 (conscience)等の個人的な心理的要因に直接働きかけることで、社会
構造を変革しないままに、自発的な協力行動を誘発する」(藤井,2003,p.23)ことであ
る。心理的方略の例には、自転車利用者に対して駐輪場情報を案内すること、放置駐輪は
どれだけ迷惑になっているかといつた情報を提示することなどが挙げられる。荻原 ら
(2007)は構造的方略のみで放置駐輪問題を解決するのは困難であり、同時に心理的方略を
用いることが有効であると述べている。彼らの研究では、駐輪場の情報やアンケー トを記
載したリーフレットを作成し、その配布によつて放置自転車を削減する取り組みを行つた。
リーフレットでは、駐輪場の情報が地図とともに提示された。またアンケー トの質問項目
としては「路上放置駐輪は無くなった方がいいと思うか」「最も利用できそうな駐輪場はど
こか」「2番目に利用できそうな駐輪場はどこか」「自転車の路上放置をできるだけ控えよ
うと思うか」「自転車の放置に対する意見 (自由記述)」 が記載された。自転車利用者に対
してこのようなリーフレットを配布し、駅周辺の駐輪場の利用台数と放置駐輪台数に及ぼ
す効果を測定した。その結果、駐輪場利用台数が増加すると同時に放置駐輪が減少した。
また、リーフレットとは別に実施した事前事後のアンケー トの結果から「放置駐輪を控え
よう」という意図も活性化されることが示唆された。この結果について荻原ら (2007)は、
コミュニケーションを主体とした心理的方略が、放置駐輪対策のための実務的施策として
有効に機能し得る可能性を示唆する実証的結果であると述べている。
駐輪をしようとする者は、適切な駐輪をするか不法駐輪をするかを自由に選択すること
ができる。その状況において “不法駐輪厳禁"や“ここには駐輪するな"といつたメッセ
ージが提示されることは、“止めないで下さい"といつたメッセージが提示されることと比
較して、より強く行動の自由を制限することとなり、心理的リアクタンスをより強く生じ
させる。北折 0吉田 (2000)は駐輪違反を社会規範からの逸脱行動として捉え、上述した
ような視点から駐輪違反に対するメッセージの効果を検討している。彼らは、Cialdini,
Reno,&Kallgren(1990)のゴミのポイ捨てに対するメッセージ提示の効果を検討したフ
ィール ド実験を発展させ、メッセージの種類についてさらに詳細に検討した。具体的には、
駐輪違反抑止のメッセージが惹起する心理的リアクタンスの程度を操作するために、(1)
普通の禁止、(2)強い禁止、(3)制裁の提示、(4)理由 (被害)の提示、(5)同調の
抑止の5種類のメッセージを用意し、駐輪違反に対する各メッセージの相対的な効果を検
討した。その結果、5つのメッセージの中の他のメッセージと比較して (3)制裁の提示
メッセージで大きな違反抑止の効果が見られた。また、逸脱者の存在を示すために5台の
自転車を実験的に置いた場合は、制裁を提示するメッセージの効果が、他のメッセージと
同程度となつた。その結果から北折 0吉田 (2000)は、制裁の提示メッセージは非常に状
況依存的で、多数の逸脱者が既に存在している場合は効果が弱くなるため、違反抑止のた
めのメッセージの効果を発揮させるためには、そのメッセージが守られていることをアピ
ールすることも同時に重要であると述べている。
1-2-2。歩道上の走行問題
我が国では、歩道上 (自転車専用道及び自転車歩行者道を除く)の自転車の走行行為は
道路交通法によつて禁止されてお り、自転車で走行する場合には主に車道を走行すること
が求められているが、実際には歩道上を走行している自転車を頻繁に見かける。この行為
は、歩行者の安全な歩行を妨げることに加え、場合によつては歩行者あるいは自転車利用
者自身が負傷する可能性を高めることにもなる。歩道上の走行行動による事故の可能性を
低減するためには、自転車の利用者が歩道上で安全な行動をとることが求められる。また、
自転車とは異なり統計は存在 しないが、エンジンをかけたまま、あるいは速度を緩めずに
車道から駐輪場などに入るバイクも頻繁に見かけることがある。この行為も自転車と同様
に歩行者の安全な歩行を妨げる危険な行為である。このような現状に対して、自転車利用
環境のあり方について検討するための「新たな自転車利用環境のあり方を考える懇談会」
が国土交通省道路局と警察庁交通局によつて共同で設置され、有識者も交えた議論が行わ
れている。懇談会では、走行空間の分離の推進、駐輪対策の着実な実施、ルールの周知徹
底やマナーの向上などが提言されており (新たな自転車利用環境のあり方を考える懇談会 ,
2007)、平成20年には全国98地区が自転車通行環境整備モデル地区に指定され、自転車道
の整備などハー ド面における対策がなされてきている。例えば、自転車通行環境整備モデ
ル地区に指定された西宮市内の国道2号線の一部区間では、国土交通省兵庫国道事務所と
兵庫県警察本部が協力してPhoto lのように自転車専用レーンを整備している。一方、空間
的な制約があり、自転車道などの整備による走行空間の分離が不可能な場所では、自転車
を押して歩くといった行動をとることが必要であるとされている。
なお、歩道上の走行問題に関して、これまで心理学の視点から行われた研究はない。 し
たがって、応用行動分析学に基づくアプローチにより介入方法を検討する本研究が′心理学
の視点から行 う最初の研究である。
1-3。応用行動分析学に基づくアプローチと交通問題
一般的に、交通問題の原因とされるのは、規範意識や道徳心の低下といつた個人の心理
的要因である。上記の社会心理学によるアプローチにおいても、信念や道徳心などの要因
に直接働きかけることで自発的な協力行動を誘発することが′い理的方略として挙げられ、
Photo l.自転車専用レーンの状況 .
心理的 リアクタンスといつた概念も取 り上げられ、行動の原因として個人的かつ心理的要
因が想定されている。応用行動分析学では、行動に焦点を当て、個体と環境 との相互作用
を重視するため、それ ら個人の心理的要因を行動の原因と捉えることはない。応用行動分
析学では、先行事象 (Antecendent)、行動 (Behavior)、結果 (Consequence)の3つの基
本的要素から、行動 とそれによつて生 じる環境変化 との関係を非常に簡潔に記述すること
ができる。この考え方は三項随伴性 (three一t rm contingency)と呼ばれてお り、Fig。2
に示すようなダイアグラムで説明されることが多い。 さらに、応用行動分析学に基づくア
プローチは、環境操作によつて行動の変容が見られない場合でも、三項随伴性に関して再
結果先行事象| 1行動
Fig.2。三項随伴性ダイアグラムの模式図 .
検討することで柔軟に介入方法を改善させていくことができる、主に問題解決を志向する
実践的なアプローチである。
応用行動分析学にとつて、おそらく最も重要な特徴であり、本研究にとつても重要な視
点は、介入手続きにおける嫌悪的な手続きあるいは罰の使用に関するものである。それは、
嫌悪刺激などによる介入手続きが、行動の変容 (特に、問題行動の改善)のために原貝Jと
して用い られるべきではない とい うことである。 この点について、Alberto&Troutman
(1999/2004)は、嫌悪刺激などの指導は、どんな行動に対 してであれ、正の強化による方
法を用いてもうまくいかなかった不適切行動への対処のために取っておくべきであると述
べ、小野 (2005)も同様に、嫌悪刺激を用いる方法は促進すべき好ましい行動をも抑制 し
て しま うなど副作用が生 じることもあるため、とりわけ人間を対象 とする臨床・応用場面
においては、可能な限 り嫌悪刺激を用いない方法を使用するべきであると述べている。放
置駐輪問題を例にとると、放置車両の撤去といった施策が最も代表的な嫌悪的手段であろ
う。Geller,Casali,&JOhnsOn(1980)は、嫌悪刺激の使用に関して、応用行動分析学の
立場から興味深いデータを示 した。Geller et al。(1980)は、大学キャンパスの駐車場か
ら出入 りする車を観察 した。観察結果から、シー トベル トの着用を促すように設計された
装置の煩わしさとシー トベル ト着用行動 との関係及び装置の破壊 と装置の煩わ しさとの関
係について直接的な関係を示 した。例えば、インターロックが作動する車あるいはシー ト
ベル トを着用するまでブザーが鳴 り続ける注意喚起装置がついた車の運転手は全員シー ト
ベル トを着用 していた。しかし、安全装置がついているこれらの車のうち62%の車で装置が
破壊されており、それらの車の運転手の 15。9%だけがシー トベル トを着用していたことが記
録されている。当時のシー トベル ト着用を促す装置、いわゆる負の強化による装置の効果
がないことが明確に示されたのである。初めてシー トベル ト着用行動を対象としたこの観
察的研究は、嫌悪的な手段の利用がもたらす弊害を明らかにした。罰や負の強化の悪い副
次的影響を述べると同時に、彼らは、長期的な正の強化の使用を大規模に行 うことが実現
可能であると主張している。彼らはその例として、シー トベル トを着用するとナンバープ
レー トに付けられたライ トが点灯し、それを見た人々によつて報酬が与えられるといつた
ようなユニークな方法を提案している。また、応用行動分析学に基づくアプローチでは、
分化強化 (differential reinforcement)といつた考え方も重要である。一般的には、問
題行動あるいは不適切行動の減少のみが目標とされるが、このアプローチでは同時に適切
な行動も増加させるという目標が立てられる。不適切行動に置き換わる適切行動を増加さ
せることで、問題を解決に導く視点である。いわば、「～をやめましょう。」といつたこと
のみを重視する視点から「～しましょう。」という視点も重視するという発想の転換である
と言える。放置駐輪問題を例にとると、“放置駐輪はやめましょう。"といつた目標だけで
はなく、“駐輪場に止めましょう。"という目標を立てるということになろう。
応用行動分析学に基づくアプローチにより行われた研究及び実践は福祉や教育の分野で
多く存在し、問題行動の改善などで成果を上げている (Miltenberger,2001/2006)。また
近年では、福祉や教育といった分野に限らず、スポーツ技能獲得に応用する行動的コーチ
ング (behavioral coaching)と呼ばれる分野 (例えば、沖中・嶋崎,2009)、コミュニテ
ィの問題に対して適用する、行動コミュニティ心理学 (behavioral corrununity psychology)
といつた分野でも実践や研究が行われ効果を上げている (eo g.,Clayton&Helms,2009)。
この分野は、不特定多数の対象者に介入を実施するという点で、上記の社会心理学による
アプローチと類似しているが、介入による環境の操作とコミュニティの成員の行動の変化
あるいは行動によつて生み出される所産 (prOduct)との関数関係を分析する点で、社会心
理学によるアプローチとは異なっている。交通問題に関しては、これまで行動コミュニテ
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交通問題に応用行動分析学の視ノ点から取り組んだ研究は、力卿 ノ θfル〆ゴθノβθ力∂ガ″
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といった学術雑誌に主に掲載 されている。これ らの中でも特に、力囲 ノ οFル〆ゴθσ
βθ乃∂だび /″ノ/sゴsの第 24巻1号では、交通安全をテーマとした論文で特集が組まれるな
ど、交通問題に対して応用行動分析学に基づくアプローチを適用した研究は海外でこれま
で多く行われており、効果を上げているようである。Geller(1988)は、ABCアプローチ (前
述した三項随伴性とほぼ同様の枠組み)に基づいてシー トベル ト着用行動を扱った自らの
研究をまとめている。彼は、応用行動分析学の三項随伴性の考えを援用し、先行事象 (論
文においては、“Activator"と記述されている)と行動、結果の3つからなる、行動変化
のABCモデルを提案している。先行事象として、リマインダ、プロンプ ト、モデル、教育、
コミットメント、インセンティブ、ディスインセンティヴといった方略を挙げ、結果事象
として、報酬あるいは正の強化子、罰子あるいは負の強化子を挙げ、ABCモデルに基づいて
自らがこれまで研究で用いた方略を分類している。同様に、Streff&Geller(1986)にお
いても、シー トベル ト着用行動に対する応用行動分析学に基づくアプローチに関して詳述
されている。応用行動分析学に基づくアプローチを交通問題に適用した実証的研究は、シ
ー トベル ト着用行動だけでなく、障害者用駐車スペースにおける違法駐車 (e.g.,JasOn&
Jung,1984)、速度超過 (eo g。,Van Houten,Nau,&Marini,1980)、一時停止標識がある
場所での一時停止行動 (e.g。,Van Houten&Retting,2001)、運転中の携帯電話使用
(Clayton,Helms,&Simpson,2006)など、交通問題に関連 した多くの行動を対象として
行われており、効果を上げているが、我が国では、放置駐輪問題を取り上げた松岡 0佐藤 0
武藤・馬場 (2000)と佐藤・武藤・松岡・馬場・若井 (2001)しか行われていない。次節
では、これまで海外で行われた研究を取り上げ、どのような行動に対してどのような介入
手続きの効果が確認されているのかについて紹介する。
1-4。交通問題に対して応用行動分析学に基づくアプローチを適用した研究
上記のGeller et al。(1980)の研究が行われて以来、シー トベル ト着用行動を対象とし
て応用行動分析学に基づくアプローチを適用した実践研究が数多く行われた。交通問題の
中でも、シー トベル ト着用行動を扱った研究が最も多い。その中でも介入方法としてプロ
ンプ ト (prompt)を用いた研究が多く行われている (Austin,Alvero,&01son,1998;
Clayton&Helms, 2009; Clayton et al。, 2006; Cox, Cox, &Cox, 2000;  Cox, Cox, &Cox,
2005; Cox&Geller, 2010; Engerman, Austin, &Bailey, 1997; Farrell, Cox, &Geller,
2007; Geller, Bruff, &Nimmer, 1985; Gras, Cunill, Planes, Sullman, &01iveras, 2003;
Thyer, Geller, Williams, &Purcell, 1987;Williams, Thyer, Bailey, &Harrison, 1989)。
プロンプ トとは、弁別刺激が望ましい反応を生 じさせる可能性を高めるように付加 される
刺激のことで、弁別刺激が提示 されているのにうまく反応が生 じていない場合に付加 され
る (Alberto&Troutman,1999/2004)。プロンプ トとして用いられている方法は、車の運
転手に対 して “BUCKLE UP,STAY SAFE"や“Please Buckle Up一I Care"などのメッセー
ジを提示す る方法である。また、プロンプ トの提示方法には大きく分けて、ポスターや ビ
ラなどを用いて視覚的にプロンプ トを提示する方法 (e.g。,Clayton&Helms,2009)と、
直接会話するなど言語的にプロンプ トを提示する方法がある (e.g.,Gras et al。,2003)
視覚プロンプ トは、ポスターなどにメッセージを表示 して、それを設置 した り人間が提示
した りする方法によつて実施 され、効果が確認 されている。また、言語プロンプ トは、シ
ー トベル ト着用行動を大幅に増加 させることができる費用対効果の高い方法であることが
示 されている (eo g。,Engerman et ale,1997)。シー トベル ト着用行動に対する強化子の
提示による効果も検討 されている (Cope,Moy,&Grossnickle,1988)。Cope t al.(1988)
では、シー トベル トを着用 した人に対 して Lサイズのソフ トドリンクを提供するとい う手
続きが用いられ、シー トベル ト着用者が増加 した。また、フィー ドバックの効果を検討 し
た研究 (PastO&Baker,2001)では、前 日のシー トベル ト着用率をフィー ドバ ックするこ
とによる効果を検討 した。その結果、フィー ドバ ックによつてシー.トベル ト着用率が一定
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程度増加 したという結果が報告されている。他には、特別な装置を導入して、その効果を
検討した研究もいくつか行われている。Van Houten,Malenfant,Austin,&Lebbon(2005)
は、シー トベル トを着用しないとギアを入れるのに時間がかかるように装置を工夫し、そ
の装置のついた自動車を用いて、反応コス ト (respOnse cost)がシー トベル ト着用行動に
及ぼす効果を検討した。その結果、装置の効果が見られた。また、参加者によつて効果的
な遅延時間が異な'り、ある参加者は5秒ほどの遅延でも効果が見られ、別の参加者では 15
秒で効果が見られるという結果も確認された。ただし、装置を解除すると、シー トベル ト
着用率は急激に減少した。Van Houten,Malenfant,Reagan,Sifrit,Compton,&Tenenbaum
(2010)においても同様の効果が確認された。彼らの他にもVan Houten,Hilton,Schulman,
&Reagan(20H)が、独自の装置を導入して、その効果を検討している。彼らは、シー ト
ベル トを着用しないと、設定された速度を超過した時にアクセルを踏み込む際に必要な力
が大きくなるという装置を導入した。その結果、装置を導入した条件で、シー トベル ト着
用率が急激に増加した。
速度超過の問題に関しても応用行動分析学に基づくアプローチの効果が検討されている
(Ragnarsson&Bjёrgvinsson, 1991; Roquё&Roberts, 1989; Van Houten&Nau, 1981; Van
Houten&Nau, 1983; Van Houten et al., 1980; Van Houten, Rolider, Nau, Friedman, Becker,
Chalodovsky,&Scherer,1985)。先駆的な研究として Van Houten et al.(1980)が挙げ
られる。Van Houten et al.(1980)は、都市の幹線道路における速度超過車両を対象とし
て記録公表手続き (public pOsting)の効果を検討した。彼らの研究では、幹線道路沿い
に設置した看板に、付近を通行する車両のうち速度を遵守している車両の割合を示すメッ
セージ (“Drivers not speeding yesterday xx%")と、当該セッションまでの速度遵守
車両の割合の最高記録を示すメッセージ (“Best record xx%")を提示するという介入を
実施 した。その結果、速度超過車両の減少が確認され、事故件数の減少や事故にまつわる
コス ト (車両の修理費など)も減少し、社会的妥当性の側面からも記録公表手続きの有効
性が実証された。その後、速度超過車両を対象として記録公表手続きの効果を検討した研
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究は数多 くなされ、Roquё&Roberts(1989)を除いて、多 くの研究で記録公表手続 きの効
果が実証 されている (Ragnarsson&Bjёrgvinsson, 1991;Van Houten&Nau, 1981;Van
Houten et al.,1985)。また、アイスラン ド (Ragnarsson&Bjёrgvinsson,1991)、イス
ラエル (Van Houten et al。,1985)、カナダ (Van Houten et al。,1980)といつた様々な
国で効果が再現 されている。Van Houten&Nau(1981)は、記録公表手続きにおいては、
看板の設置 と管理及びデータの測定が主な手続きであり、実施にあたつて時間的なコス ト
を節約できるとしてお り、人的資源をあまり必要としないとい う点においても、記録公表
手続きは有効であるとされている。
JaSOn&Jung(1984)は、身体障害者用の駐車スペースにおける違法駐車を対象 として、
垂直サイン (vertical sign)と地面サイン (ground sign)の効果を検討 した。垂直サイ
ンは、壁面に設置 される看板、標識やポスターを示 し、地面サインは道路標示等を示 して
いる。彼 らは、垂直サインとして、障害者用の設備であることを示すシンボルマーク (車
椅子 と人の線画)を青地に白い色で駐車スペース付近の壁面に描き、地面サインとして身
体障害者用の駐車スペース上に同様のシンボルマークを描いた。それ らサインの効果を
ABABABデザインを用いて検討 した。その結果、地面サインと垂直サインの複合的な効果が
あることが確認 され、その効果が維持 されたことも分かった。このような身体障害者用駐
車スペースにおける違法駐車を対象とした研究も多く行われている (Cope&Allred,1991;
Cope, Allred, &Morsell, 1991;Cope, Lanier, &Allred, 1995;」ason&Jung, 1984; Suarez
de Balcazar, Fawcett, &Balcazar, 1988; White, 」oneS, Ulicny, Powell, &Mathews, 1988)。
Cope&Allred(1990)は、障害者用駐車スペースにおける違法駐車を対象 とした研究結果
をまとめ、上記のような内容の垂直サイン、罰金を予告する警告メッセージ付きの垂直サ
イン及び警察の取 り締まり強化 といつた全ての方法が違法駐車を減少させることができる
と述べてい る。Cope et al.(1991)は、罰金 を予告す るメ ッセー ジではな く、“WARNING:THIS
SPACE WATCHED BY CONCERNED CITIZENS"とい う社会的関与に関す るメ ッセー ジの効果 を検
討 した。その結果、メ ッセー ジを付力日した条件 で、違法駐車が最 も減少 した。また、Cope&
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Allred(1991)は、公共の監視が行われている可能性を伝えるメッセージを付加 した垂直
サインの効果、あるいは障害者以外の駐車を禁止する旨のメッセージが書かれたメモを出
すことができる装置 (メッセージディスペンサ)の効果を検討した結果、垂直サインとメ
ッセージディスペンサを同時に導入した条件で、違法駐車が最も多く減少したことが分か
った。その後、Cope et al。(1995)は、垂直サインに観察実施時間を示し、サインに示さ
れた観察実施時間が違法駐車台数に影響を与えるかを検討した結果、サインに示された観
察実施時間に違法駐車台数が減少し、サインの内容自体が行動に影響を及ぼすことが分か
った。なお、これらの障害者用駐車スペースにおける違法駐車に関する研究の詳細につい
ては、Fletcher(1996)がレビューしている。
それ らの他にも様々な交通問題が取 り上げられてきた。飲酒運転 (Nau,Van Houten,
Rolider,&」onah,1993)、運転中の携帯電話の使用 (Clayton et al。,2006)、一時停止
標識がある箇所での一時停止行動 (Van Houten&Retting,2001;Austin,Hackett,Gravina,
&Lebbon,2006)、交通信号遵守 (Jason&Liotta,1982;Jason,Neal,&Marinakis,1985)、
自動車内の子 どもの安全 (Lavelle,Hovell,West,&Wahlgren,1992;Seekins,Fawcett,
Cohen, Elder, Jason, SChnelle, &Winett, 1988)、 ヘルメットの着用行動 (Van Houten,
Van Houten,&Malenfant,2007)、車と歩行者間の錯綜 (conflict)問題 (CrOwley一Koch,
Van Houten, &Lim, 2011; Huybers, Van Houten, Malenfant, 2004; Van Houten, 1988; Van
Houten&Malenfant,2004;Van Houten,Malenfant,&Rolider,1985)、車間距離の延長
(Arnold&Van Houten,20H)である。
飲酒運転を扱った Nau et ale(1993)は、酒場の客に対して運転可能な血中アルコール
濃度の基準が書かれたカー ドを提示すること、血中アルコール濃度の個別フィー ドバック
及び酒酔い運転をした客の割合を公表する手続きを実施した。その結果、介入単独の効果
は確認されなかつたが、警察による集中的な取り締まりを付加した場合に、酒酔い運転が
短期的に減少した。
運転中の携帯電話の使用については、Clayton et al。(2006)が研究を行つている。彼
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らは、シー トベル ト着用率を増加させ、運転中の携帯電話使用率を減少させるための介入
手段としてプロンプ トを用いた。プロンプ トの内容は、“Please Hang Up,I Care"と“Please
Buckle Up,I Care"というメッセージが書かれたポスターを、駐車場から出ていく自動車
の運転手に対して提示することであつた。その結果、プロンプ トが提示された時にシー ト
ベル トを着用した人数が増加するとともに、携帯電話の使用者数も減少 したことから、プ
ロンプ トの効果があることが確認された。
交差点における一時停止行動については、Van Houten et al.(2001)が、道路付近に設
置した左右を見回す動く眼を備えた LEDの効果を調べた。その結果、交差点の手前で停止
する自動車の割合が増加し、周囲を見回す行動も若干増加した。Austin et al。(2006)は、
交通量の多い交差点における自動車の停止行動にプロンプ トが与える影響を検討した。プ
ロンプ トの方法は、“Please Stop―I Care"と書かれたポスターを運転者に提示し、適切
な位置で停止すれば、ポスターを裏返し、“thank you"と書かれた面を提示するというも
のであった。結果、停止する自動車の割合が増加した。
信号遵守行動を対象とした研究は、」asOn&Liotta(1982)及びJasOn et al.(1985)に
よつて行われた。JasOn&Liotta(1982)は、歩行者が信号を無視して道路を横断する行
動に対して信号の待ち時間が与える影響を検討した。その結果、信号の待ち時間が長い方
が、信号を無視して横断する歩行者が多いことが分かった。また、」ason et al。(1985)も、
信号の点灯時間を変化させ、自動車利用者の信号遵守率に与える影響について調べ、信号
の点灯時間が遵守率に大きく影響を与えることが確認された。
Lavelle et al。(1992)は、チャイル ドシー トの不使用に対して警察が違反切符を出す
回数が少ないことを問題視し、警察に対してチャイル ドシー トと交換できるクーポンの重
要性及び違反切符の重要性についての簡単な教示を与えた。その結果、介入期において、
チャイル ドシー トの不使用に対して違反切符を出す数が増加 し、介入が終了した際には減
少した。また、Seekins et al.(1988)は、自動車乗車中の子どもの安全装置使用を求め
る法律を施行する前後で、いくつかの地域において自動車乗車中の子どもの状態を観察し
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た。その結果、地域によつて法律施行の効果は異なったが、いくつかの地域で効果が確認
された。また、子どもの年齢によつて効果に差が見られた。
Van Houten et al.(2007)は、3つの中学校において、自転車用ヘルメットの使用に関
するプログラムの効果を検討した。具体的には、正しい方法でヘルメットを使用している
学生の人数を同級生に収集させること、ヘルメットの正しい着用方法を教示すること、ヘ
ルメットの着用に関して生徒同士で日標設定をさせること、正しい方法でヘルメットを着
用している学生の人数を公表すること、強化子を与えることから構成されるプログラムの
効果を検討した。その結果、全ての中学校において、ヘルメットを正しく着用する者の割
合が増加 した。また、学校から離れた場所でヘルメットを着用し続けていることも確認さ
れた。さらに、データが測定された午後だけではなく、午前に行われたプローブセッショ
ンにおいても、ヘルメットを正しく着用する者の割合が増加した。
車と歩行者間の錯綜問題に関しては、Van HOuten et al。(1985)が最初に検討した。車
と歩行者間の錯綜とは、車と歩行者の衝突、車と歩行者が衝突する可能性が高い状況のこ
とを示す。彼らは、歩行者に道を譲った自動車利用者の割合のフィー ドバック、適切な横
断の方法を歩行者に提示する標識と取締 リプログラムを導入した結果、自動車利用者が歩
行者に道を譲る行動が増加するととともに適切な方法で横断する歩行者の割合も増加 した。
Van Houten&Malenfant(2004)においても、取締リプログラムの効果が確認された。彼
らが評価 した取締 リプログラムは、おとりの歩行者、違反者を監視する人物、違反者に対
して取締 りに関するビラや口頭による注意と反貝J切符を与える人物から構成されていた。
また、他の介入手段として、取締りだけではなく、標識や路上マーキングなど一種のプロ
ンプ トの効果に関する研究も行われてきた。Van Houten(1988)は、横断歩道から離れた
ところに停止線と標識を設け、効果を検討した結果、錯綜状況は減少し、道を譲る自動車
利用者も少し増加 した。Huybers et al.(2004)では、錯綜状況の数、自動車利用者が速
度を落とす行動及び横断歩道のどのくらい手前で速度を落としたかを指標として、標識と
路上マーキングの効果を調べた。標識は、歩行者に道を譲ることを訴える図が描かれたも
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のであり、路上マーキングは横断歩道の手前の車道に三角形のマークを描いたものであつ
た。結果、彼 らの実験 1において、標識を設置 した条件で錯綜状況が減少するとともに自
動車利用者が手前で速度を落 とす距離が長 くなり、標識の効果が確認 された。また、路上
マーキングを付加 した場合に、より大きな効果が見られた。実験 2においては、路上マー
キング単独の効果が確認 され、路上マーキングが介入の最も重要な要素であることが示唆
された。CrOwley―Koch et al.(2011)は、手を挙げる及び腕を伸ばすとい うプロンプ トを
歩行者に提示 させるようにし、道を譲る自動車利用者の割合に変化が見られるか調べた。
その結果、どちらのプロンプ トを実施 した場合でも効果が見られたが、手を挙げるプロン
プ トの方が効果が大きかつた。
車間距離の増加を対象 とした研究は、Arnold&Van Houten(2011)によつて行われた。
この研究では、 ドライビングシミュレータを用いて、プロンプ ト、目標設定、フィー ドバ
ックの手続きが車間距離 と急ブレーキの回数に及ぼす影響が検討 された。また、携帯電話
使用の影響も検討 された。その結果、車間距離が増加 し、急ブレーキの回数も減少 し、介
入の効果が見られた。ただし、携帯電話使用の影響は見られなかつた。
1-4。本研究の目的
本研究では、我が国における交通事故のうち自転車事故に関係する交通問題を解決する
ための方法論として、応用行動分析学に基づくアプローチを提案する。まず、放置駐輪問
題を取り上げ、続いて歩道上の走行問題を取り上げる。本研究では、放置駐輪問題に対す
る応用行動分析学に基づくアプローチとして、ポスターの設置、路上へのカラーテープの
貼付による駐輪禁止範囲の明示といつた視覚プロンプ トによる一種の先行事象や結果事象
の操作が駐輪行動に与える影響を検討する。また、放置車両の撤去といつた嫌悪的な結果
事象の操作が駐輪行動に与える影響についても検討する。最後に、適切な駐輪行動を行動
の指標として取り上げ、駐輪場情報の提供が駐輪行動に与える影響について検討する。放
置駐輪行動に続いて、歩道上の走行問題を対象とした研究を実施する。まず、警備員によ
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るプロンプ トや称賛のメッセージといつた先行事象あるいは結果事象の操作が歩道上の走
行行動に及ぼす影響について検討する。次に、視覚プロンプ トと言語プロンプ トから構成
されるプロンプ トの うち、言語プロンプ ト単独の効果を検討 し、最後に、プロンプ トと記
録公表手続きの効果について検討する。
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2。 駐輪行動に対する応用行動分析学に基づくアプロ チー
2-1。研究1 フィー ドバックポスターと視覚プロンプ トが駐輪行動に及ぼす効果 3
2-1-1。序
松岡ら (2000)と佐藤ら (2001)は、身体障害者用の駐車スペースにおける違法駐車を
対象とした研究 (Cope&Allred,1991;Cope et al。,1991;Cope et al.,1995;」ason&
Jung,1984;Suarez de Balcazar et al。,1988;Whit  et al。,1988)の知見を応用して、
行動コミュニティ心理学の視点から点字ブロック周辺の迷惑駐輪を対象とした研究を行つ
た。佐藤ら (2001)は大学キャンパス内において、視覚障害者のための点字ブロック付近
における放置駐輪を対象として、データ付きポスター (垂直サイン)の効果を検討した。
彼らは、ポスター上で放置駐輪台数の推移をグラフによつて週毎にフィー ドバックする方
法を用いた。場面間多層ベースラインデザインを用いて、5つの地点においてその効果を
検討 した結果、4つの地点で放置駐輪が減少した。その中でも大学職員によつて地面サイ
ン (駐輪禁止を示す路上標示)が敷設された1地点においては、放置駐輪が最も顕著に減
少した。さらに地面サインのみが存在するプローブにおいても、放置駐輪の減少が見られ
たことから、地面サインの方が垂直サインよりも効果的であつた可能性も示唆された。彼
らの研究では、点字ブロック上の放置駐輪を減少させようとしたが、放置駐輪が点字ブロ
ックのない歩道上においても通行の障害となること及び景観を破壊すること等の放置駐輪
の問題点を考えれば、点字ブロックのない場所における放置駐輪を減少させることも重要
である。また、彼らの研究では、研究期間内の放置駐輪台数のみが測定され、キャンパス
内の総駐輪台数 (適切な場所における駐輪台数及び放置駐輪の台数)が人的コス ト、時間
3本研究は以下の学術論文の一部 として刊行 され、2009年度関西学院大学大学院文学研究
科修士論文の一部 として提出された研究である。
沖中武・嶋崎恒雄 (2010).不法駐輪に対する行動分析的アプローチ デーータ付きポスター
の掲示 と駐輪禁止範囲明示の効果一.行動分析学研究ノ%Hl)'22-29。
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的コス トの面から測定されていないことが課題として挙げられる。そして、放置駐輪台数
が特定の曜日及び時間帯に測定されていたことで、測定日時という剰余変数の影響が少な
からずあつたことも課題である。 さらに、データを示 した折れ線グラフ上に “Oh!!
Excellent!!"(放置駐輪が減少した場合)あるいは “Cautionl!"(放置駐輪が増加 した場
合)という英語のメッセージが書かれていたことや、グラフの縦軸のラベルがなくデータ
の示すものが分かりづらかったことなどがポスターの効果を弱めた可能性がある。
本研究では、点字ブロックがない場所においてもポスターや視覚プロンプ ト (地面サイ
ン)の効果が見られるか否かを検討する。放置駐輪台数の増減に関して検討する際には、
大学側から提供された大学キャンパス内の自転車等の駐輪台数 (大学キャンパス内の適切
な場所に駐輪されている台数と放置駐輪の台数)と研究対象とした範囲の放置駐輪台数を
同時に示し、放置駐輪台数の測定を毎日行 うことで、上記の課題の解決を図る。さらに、
ポスターの内容を変更することで、その効果を再検討する。
2-1-2。方法
2-1-2-1。研究期間、場所及び状況
本研究は、2008年5月13日から2008年7月11日までの間、土日祝 日を除く平 日に実施
した。月曜 日から金曜 日までのH時、13時、15時5分、16時45分、18時30分にデータ
が測定された。これ らの時間帯は、大学の授業時間割において、2時限目 (H時10分から
開始)、 3時限目 (13時30分から開始)、 4時限目 (15時10分から開始)、 5時限目 (16
時 50分から開始)の各授業開始前の休憩時間及び5時限目終了時であった。なお、本研究
開始前に駐輪台数を予備的に測定したところ、H時以前、19時以降の時間帯にはほとんど
駐輪 されてお らず、測定の必要性がないと考えたため、上記の5つの時間帯に駐輪台数を
測定 した。 このように、 1日に5回測定することを1セッションとした。また、各条件内
のセッション数については、できる限り同じ曜 日が2セッションずつ含まれるようにした。
場所は、私立大学の構内から周辺の関連施設までの間にある歩道 (幅2m、奥行きHm)で
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あり、歩道と車道の間には歩道への車両の進入を防ぐ鉄柵が設置されていた。Fig。3から
分かるように、周辺に駐輪場はなかった。また、Photo 4のように、鉄柵の車道側に放置
駐輪が多く、通行の妨げになっていることが問題となつていた。研究実施前から、駐輪禁
止と既存の駐輪場の位置を示すチラシが大学側によつて車両に貼付されていた。なお、放
置車両を撤去する施策は実施されていなかつた。
Fig。3。 研究場所の位置.赤色の円が研究場所を示している.青色の矩形は既存の駐輪
場の位置を示し,それ以外の場所への駐輪は放置駐輪と見なされていた.茶色の
矩形は大学の施設を示し,薄茶色の矩形はグラウンドの位置を示している。
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Photo 4。研究場所の状態 .
2-1-2-2。観察対象、観察者及び研究協力者
研究場所である歩道上に駐輪 されていた自転車及びバイクを観察対象 とした。観察は著
者が行い、計 44セッション実施された。なお、観察する際には、放置駐輪の観察を実施 し
ていることに気付かれることや著者の外見、性別 といつた別の要因が結果に影響を及ぼす
可能性を排除するため、自転車及びバイクの利用者またはその他通行人がいた場合は、立
ち去るのを待つなどした後に測定した。
本研究では、大学キャンパス内の駐輪台数のデータも分析対象 とするため、大学の担当
部局からデータの提供を受けた。当該データは、駐輪場の駐輪台数及び放置駐輪台数であ
り、大学が雇用 している複数の警備員が毎 日一定の時刻に測定していた。
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2-1-2-3。研究デザイン
ベースライン条件1(以下、BL l条件とする)、 介入条件1(以下、FB条件とする)、 介
入条件2(以下、FB ttPrpt条件とする)、 ベースライン条件2(以下、BL 2条件とする)か
らなるABCAデザインを用いた。BL l条件及びBL 2条件では、介入を実施せずに、研究場所
に放置されている自転車あるいはバイクの台数を測定した。FB条件では、フィー ドバック
ポスターを掲示した上で、放置車両の台数を測定した。FB+Prpt条件では、フィー ドバッ
クポスターの掲示に加えて、視覚プロンプ トとしてカラーテープを路上に貼付し、放置車
両の台数を測定した。
2-1-2-4。手続き
ベースライン フィー ドバ ックポスターの掲示及び視覚プロンプ トを実施せず、研究場
所に放置されている車両の台数を測定 した。
フィー ドバ ックポスター 佐藤 ら (2001)が用いたデータ付きポスターを参考 として、
フィー ドバックポスター (Fig。5)を作成 した。ポスターのサイズは縦 59cm×横 42cmで
あつた。ポスター上段には、駐輪台数の増減に関する数値を示 した。数値は、ポスター左
側から、当該セ ッションの2日前の駐輪台数、前 日の駐輪台数、2日前から前 日にかけて
の放置駐輪台数の増減数 を示 している。 2日前の駐輪台数 を示 した箇所の近 くには、
〃Look!!〃とい うメッセージを赤字で示 し、増減数を示 した箇所には黄色の吹き出しをつけ
た。ポスター下段には、各セッションにおける駐輪台数の変化を示 した折れ線グラフとそ
れに対応 したメッセージが表示されていた。当該セ ッションの2日前から前 日にかけて駐
輪台数が増加 した場合、あるいは増減がなかった場合は “迷惑駐輪増加 !"とい うメッセ
ージを赤い文字で表示 し、減少 した場合は “迷惑駐輪減少 !"とい うメッセージを青い文
字で表示するようにした。また、ポスターを見た通行人に違和感を生 じさせることのない
ように、フィー ドバ ックポスターの横には大学側が貼付 していたチラシ (Fig.6)を同じ
サイズに拡大 したものを掲示 した。なお、ポスターに示 した迷惑駐輪台数は、各セ ッショ
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ンにおける最大放置駐輪台数を示していた。
視覚プロンプ ト 研究場所を囲うように黄色の粘着テープ (幅50rIIn)を歩道上に貼付し
た。また、歩道上に約40cm間隔で斜線を描くようにテープを貼付した。
避書駐薔台菫
???―?
16
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8
6
4
2
0
（?
）?
?
?
?
?
?
Fig。 5 フィー ドバックポスター
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 ヽ  は
に置し くださし
G号館地下に約700台収容の自転車専用駐輸場を新設
バイク、自転菫を学内通路や遭路に放置すると、人や自動
車 (特に救急車のような緊急車両)の運行の妨げになります.
必ず下図の駐職場に駐輸してください。
なお、サツカーグラウンド積駐輪場に駐職する際は、中学部 0
日等部生の通行に十分注意してください。
『総排気■50cc超』のパイク通学は禁止になりました。
壼腱
=
サッカーグラウンド
バイク学内走行禁.止 !
Fig。6。 大学が放置駐輪車両に対 して貼付 していたビラ.
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2-1-2-5。行動の指標
駐輪行動を行動の指標とした。また、研究場所である歩道上に車両の一部が接地する状
態で駐輪する行動を放置駐輪と定義した。測定の際に放置駐輪か否かを明確に判断できる
よう、歩道の両端の舗装が異なる箇所の内側の範囲に接地するように駐輪されている場合
を放置駐輪として測定した。
2-1-3.結果
Fig.7には、平均放置駐輪台数 (台)と大学キャンパス内の駐輪台数 (台)の推移を示
した。左縦軸が、平均放置駐輪台数を表し、右縦軸が大学キャンパス内の駐輪台数を表し
ている。横軸は、セッションを表している。Fig。7を見ると、BL l条件から FB条件にか
けて、平均放置駐輪台数が減少していることが分かる。また、FBtt Prpt条件でさらに平均
放置駐輪台数が減少していることが分かる。そして、BL 2条件で平均放置駐輪台数が増加
していることが分かる。各条件における平均放置駐輪台数の平均値は、BL l条件で 7。6台
(範囲:4。3台から 10。8台)、 FB条件で 5。9台 (範囲:2.4台から 8。6台)、 FB+Prpt条件
件で 4。2台 (範囲:2。8台から5.6台)、 BL 2条件で 6。4台 (範囲:5。2台から 8。2台)で
あった。
一方、Fig。7からは、キャンパス内の駐輪台数が時間の経過に従って減少していること
は確認できず、逆に FBttPrpt条件、BL 2条件と進むに従って増加していることが分かる。
各条件におけるキャンパス内の駐輪台数の平均値は、BL l条件で2,675台(範囲:2,259台
から2,944台)、 FB条件で2,485台(範囲:1,964台から2,945台)、 FB tt Prpt条件で2,747
台 (範囲:2,485台から2,954台)、 BL 2条件で3,016台(範囲:2,735台から3,227台)で
あった。
以上の結果より、FB条件において実施したフィー ドバックポスター単独の効果が明確に
見られたとは言い難いが、FB+Prpt条件において実施したフィー ドバックポスターと視覚
プロンプ トの複合的な効果は明確に確認されたと言える。一方、Fig。7より、研究場所に
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おける放置駐輪台数の各条件における増減傾向とキャンパス内の駐輪台数の増減傾向との
間に関連は見られないことから、FB+Prpt条件における平均放置駐輪台数の減少は学内に
おける自転車及びバイクの駐輪台数の減少を反映したものではないと言える。
2-1-4.考察
本研究の目的は、点字ブロックがない場所においても、フィー ドバックポスターや視覚
プロンプ トの効果が見られるか否かを検討することであつた。また、放置駐輪台数の測定
を毎日行い、 1セッションにつき5回の時間帯に測定し、大学側から提供されたキャンパ
ス内の駐輪台数と研究対象とした範囲の放置駐輪台数の関連も検討した。
結果より、フィー ドバックポスターと視覚プロンプ トを併用した場合に、点字ブロック
がない場所において放置駐輪行動の防止に効果があることが確認され、データ付きポスタ
ーと視覚プロンプ トの複合的な効果があつたとする佐藤ら (2001)を支持する結果となっ
た。また、フィー ドバックポスターと視覚プロンプ トを併用した条件における平均放置駐
輪台数の減少は、学内における自転車及びバイクの駐輪台数の減少を反映したものでない
ことが分かった。
佐藤ら (2001)は、データ付きポスターの随伴性について詳細な分析を試みている。そ
の分析によれば、まず、駐輪者がポスターを見て「点字ブロック上に駐輪したら“CAUT10N!!"
というメッセージが表示されるかもしれない」などのルール (rule)4が自発される。そのル
ールが確立操作 (establishing operation)として、点字ブロック上に駐輪しようとして
いる状態、つまリルールに従っていない状態を嫌悪刺激として確立する。そのときに、こ
の嫌悪刺激が十分に機能していれば、自転車を移動して適切な場所に駐輪するという行動
が、嫌悪刺激の消失により強化される。また、駐輪者がポスターを見て 「適切な場所に駐
4ルー ルは「行動に先行する言語刺激で、行動随伴性を記述したタクト」(小野,2005,p.
269)と定義されている。放置駐輪を例に挙げると、「駐輪禁止場所に駐輪すると自転車が
撤去されてしまう」といつた行動随伴性を記述したものがルールと考えられる。
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輪したら “OH!!Excellent!!"というメッセージが表示されるかもしれない」などのルー
ルが自発される。そのルールが確立操作として、適切に駐輪しようとしている状態、つま
リルールに従っている状態を強化刺激として確立する。そのときに、この強化刺激が十分
に機能していれば、自転車を適切な場所に駐輪するという行動が強化される。データ付き
ポスターの効果について以上のような分析を行つていた。しかし、彼らの研究ではデータ
付きポスター単独の効果は明確に見られなかった。以上のような随伴性が機能していれば
介入期において不適切駐輪台数は減少し、ベースラインにおいて再び増加するといつた結
果が見られることが予測されるが、データ付きポスター単独の介入効果は検証されなかつ
たということである。佐藤ら (2001)は事後調査の結果も勘案し、ポスターによるフィー
ドバックは、それに対するタクト (tact)5ゃィントラバーバル (intraverbal)6の弁別刺激
(discriminative stimulus)7としては機能していたが、不適切駐輪を減少させる随伴性とし
ては不十分であったと考察している。本研究において用いたフィー ドバックポスターも、
自転車利用者に対するフィー ドバックというある種の結果事象というよりはむしろ、佐藤
ら (2001)の随伴性に関する分析のような確立操作としてのルールを生み出す機能を果た
していたことが推測される。
一方、フィー ドバックポスターと視覚プロンプ トを併用したFB+Prpt条件で放置駐輪台
5タクトは「環境内の事物・出来事を弁別刺激として自発され、他者に対して経験したこと
を報告する言語行動である」 (ノjヽ野,2005,p。249)と定義されている。放置駐輪を例に
挙げると、放置駐輪を見て 「放置駐輪がたくさんあつた」といつたような言語行動がタク
卜とされる。
6ィントラバーバルとは「直前の言語を刺激として、その後に来るべき言語を自発する」 (小
野,2005,p。269)ことと定義されている放置駐輪を注意された時に「すみません」とい
うような言語行動がイントラバーバルとされる。
7弁別刺激は、行動のきっかけとなる環境変化であり、特定の反応や行動との関係が任意の
ものである (小野,2005)。
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数が減少したが、BL 2条件では再び増加に転じた。このことから、複合的な効果が明確に
見られたことが分かるが、同時に介入の効果の維持という観点からすると十分な効果が得
られたとは言えない。このような結果が生じたのは、上記の随伴性が機能しなくなつたこ
とと、介入条件が終了した際、両介入手続きを即座に中止し、一種の消去過程に入つたこ
とに起因しているのかもしれない。すなわち、本研究で用いたフィー ドバックポスターは
確立操作としてのルールを生み出す機能あるいは放置駐輪台数をフィー ドバックする機能
を果たしていたと考えられるが、介入終了によつてそれらが機能しなくなつたということ
である。介入効果の維持という観点からすると、介入条件終了後にフィー ドバックポスタ
ーの掲示という介入手続きをどのタイミングで中止するか、あるいはポスターに表示され
る数値やグラフをどれくらいの期間で更新するかなど、いわゆる適切な強化スケジュール
などを探っていくことも必要である。
研究1では研究デザインの性質上、視覚プロンプ ト単独の効果が検討されていない。そ
こで、研究2では研究デザインを変更して、視覚プロンプ トを先行して実施 し、視覚プロ
ンプ ト単独の効果及びフィー ドバックポスターと視覚プロンプ トの複合的な効果を検討す
る。
2-2。研究2 視覚プロンプ トとフィー ドバ ックポスターが駐輪行動に及ぼす効果8
2-2-1. 序
研究 1では、フィー ドバ ックポスター と視覚プロンプ トを併用す る方が、フィー ドバ ッ
クポスターを単独で実施す るよりも放置駐輪行動の防止に効果があることが明 らか となつ
8本研究は以下の学術論文の一部として刊行され、2009年度関西学院大学大学院文学研究
科修士論文の一部として提出された研究である。
沖中武・嶋崎恒雄 (2010)。不法駐輪に対する行動分析的アプローチ デーータ付きポスター
の掲示と駐輪禁止範囲明示の効果一。行動分析学研究′ん (1),22-29.
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た。ただし、研究 1で用いた研究デザインでは、視覚プロンプ ト単独の効果を明らかにす
ることができなかつた。
研究2では、研究 1と同様に視覚プロンプ トとフィー ドバックポスターの効果を検討す
る。ただし、研究 1と介入の実施順序を変え、フィー ドバックポスターの導入に先行して
視覚プロンプ トを単独で実施し、視覚プロンプ ト単独の効果を検討した。視覚プロンプ ト
単独でも効果があるならば、実施に時間的なコス トを要するフィー ドバックポスターを用
いる必要性は高くないと考えられ、よリコス トの低い放置駐輪行動の防止策を考える上で
の参考資料とすることができる。
2-2-2。 方法
2-2-2-1。研究期間、場所及び状況
本研究は、2008年10月14日か ら2008年12月16日までの間、土 日祝 日を除 く平 日に実
施 した。研究場所及び状況に関 しては、研究 1と同様であった。
2-2-2-2。観察対象、観察者及び研究協力者
観察対象、観察者及び研究協力者は研究1と同様であった。観察は計41セッション実施
された。
2-2-2-3。研究デザイン
ベースライン条件1(以下、BL l条件とする)、 介入条件1(以下、Prpt条件とする)、
介入条件2(以下、Prpt+FB条件とする)、ベースライン条件2(以下、BL 2条件とする)か
らなるABCAデザインを用いた。BL l条件及びBL 2条件では、介入を実施せず研究場所に放
置されている車両の台数を測定した。Prpt条件では、研究1と同様にカラーテープを路上
に貼付した上で、放置車両の台数を測定した。Prpt tt FB条件では、研究1と同様にカラー
テープを路上に貼付し、フィー ドバックポスターの掲示を実施した上で、放置車両の台数
32
を測定 した。
2-2-2-4.手続き
手続きは研究 1と同様であつた。
2-2-2-5。 行動のキ旨標
行動の指標等は研究 1と同様であつた。
2-2-3。 結 果
Fig.8には、平均放置駐輪台数 (台)と大学キャンパス内の駐輪台数 (台)の推移を示
した。左縦軸が、平均放置駐輪台数を表 し、右縦軸が大学キャンパス内の駐輪台数を表 し
ている。横軸は、セッションを表 している。Fig。8を見ると、平均放置駐輪台数は、全条
件を通 じてあまり変化 していないが、BL l条件、Prpt条件及びBL 2条件 と比較すると、Prpt
十FB条件において安定 していることが分かる。各条件における平均放置駐輪台数の平均値
は、BL l条件で 4.6台(範囲:1。8台から7.2台)、 Prpt条件で4.9台(範囲:3。0台から
6.4台)、 Prpt ttFB条件で 4。4台(範囲:3.2台から5.0台)、 BL 2条件で4.9台(範囲 :2。4
台から6.8台)であった。
Fig。8からは、キャンパス内の駐輪台数がほぼ変化 していないことが分かる。各条件に
おけるキャンパス内の駐輪台数の平均値は、BL l条件で2,442台(範囲:1,583台から2,815
台)、 Prpt条件で 2,596台(範囲:2,456台から2,811台)、 Prpt+FB条件で 2,478台(範
囲:2,246台から2,638台)、 BL 2条件で 2,356台(範囲:1,375台から2,614台)であつ
た。
以上の結果より、Prpt条件において実施 した視覚プロンプ ト単独の効果は確認 されず、
Prpt ttFB条件において実施 した視覚プロンプ トとフィー ドバックポスターの複合的な効果
も明確には確認 されなかった。また、Fig。8より、研究場所における放置駐輪台数の各条
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件における増減傾向とキャンパス内の駐輪台数の増減傾向との間に関連は見 られないこと
が分かる。
2-2-4.考察
研究2では、研究 1と同様に視覚プロンプ トとフィー ドバックポスターの効果を検討す
ることを目的とした。ただし、研究 1とは介入の実施順序を変え、フィー ドバックポスタ
ーの導入に先行して、視覚プロンプ トを単独で導入することで、視覚プロンプ ト単独の効
果を検討した。
その結果、視覚プロンプ トとフィー ドバックポスターを同時に導入したPrpt+FB条件で
は、平均放置駐輪台数が少し減少し、安定したが、明確な介入の効果は見られなかつた。
また、視覚プロンプ ト単独の効果も確認されなかった。一方、研究 1のBL 2条件において
放置駐輪台数が再び増加していたことより、研究2のBL l条件における放置駐輪台数の減
少は、研究1で実施した介入の持ち越し効果ではないと考えられる。
介入の効果が見られなかつた理由の1つとして、13L l条件における放置駐輪台数の水準
が、研究1のPrpt ttFB条件の水準と同程度であったことが挙げられる。すなわち、ある種
の床効果が生じた可能性である。また、放置駐輪を習慣的に行 う者が存在していたことも
1つの可能性として考えられる。本研究では、放置されている車両に関して、個別に識別
をして計測していたわけではないが、測定の際に同じ車両が複数のセッションで駐輪され
ている場面を観察することがあつたためである。放置駐輪を常習的に行っている者に対し
ては、フィー ドバックポスターや視覚プロンプ トによつて設定した随伴性は、駐輪行動を
変化させるほど機能しなかった可能性が考えられる。したがつて、研究3では、数値やグ
ラフと比べてより直接的に放置駐輪行動の結果を提示できる写真を付加したポスターの効
果と視覚プロンプ トの複合的な効果及び改変したポスター単独の効果を検討する。
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2-3。研究3 写真付きポスターと視覚プロンプ トが駐輪行動に及ぼす効果9
2-3-1。 序
研究1ではフィー ドバックポスターと視覚プロンプ トの複合的な効果が確認されたが、
研究2においては、フィー ドバックポスターと視覚プロンプ トの複合的な効果及び視覚プ
ロンプ ト単独の効果は明確には確認されず、放置駐輪を完全に防止することはできなかっ
た。その1つの理由として、放置駐輪を習慣的に行 う者 (いわゆる、放置駐輪の常習者)が
存在することが考えられた。すなわち、放置駐輪の常習者は自転車等を放置しても、その
結果として行動の前後で環境の変化が生じないことを経験してきたため、駐輪行動が変容
しなかった可能性である。また、研究実施以前から研究場所に放置駐輪を行っていた者は、
たとえ駐輪した場合でも、撤去されるなど、行動の前後で環境の変化が生じないことを経
験していたため、放置駐輪行動をやめなかったとも考えられる。さらに、放置駐輪台数の
フィー ドバックといつた程度の環境変化では、それらの者の行動を変容させまでには至ら
なかったとも考えられる。
そこで、研究3では、研究 1及び研究2で用いた視覚プロンプ トと、フィー ドバックポ
スターの内容を改変したポスターの効果を検討する。研究1及び2で用いたポスターでは、
放置駐輪台数を数値でフィー ドバックするにとどまっていたため、研究3では放置駐輪行
動によつて歩道の通行が困難になるという行動の結果をより明確に提示できるように写真
付きのポスターを作成した。ポスターでは、 1人が放置駐輪行動をとることで、その後そ
の場所を訪れた者も放置駐輪をするようになり、その結果として歩道の通行が困難になる
ことを写真とメッセージで示した。このように、逸脱行動により生じた被害を提示するこ
とで行為の自粛を訴えるアピールの手段は被害アピール (北折,2001)とも呼ばれている。
北折 (2001)の研究では、歩行者の信号無視行動を逸脱場面として用い、逸脱行動により
9本研究は 2009年度関西学院大学大学院文学研究科修士論文の一部として提出された研究
である。
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自分自身が被害を受ける形での被害アピール (歩道上に花束を置くことにより、その場所
で事故に遭った者がいたことを示す方法)の効果が検討された。その結果、被害アピール
の効果はそれほど見られなかつたが、観察中、花束を見て驚いたように立ち止った歩行者
が多かったいうことが報告されている。実際の信号無視行動にそれほど影響を及ぼさなか
った理由として、記述的規範 (descriptive norm)10及び信号無視によるメリットの方が、
被害アピールの効果よりも強く影響を及ばしたと述べられている。つまり、他の人が信号
を無視するから、自分も無視するといつた状況である。同時に、記述的規範の形成には、
確信犯と遵守者が強く影響しているが、みんなが止まつている中でも信号を渡つてしまう、
初めの1人となりうるような確信犯を抑止することが逸脱行動抑止には特に重要であり、
これに対して被害アピールが効果を持たなかったことが原因であろうと述べられている。
研究3では、彼らの方法と異なり、“他者"が被害を受けるといつた形での被害アピールが、
放置駐輪行動に及ぼす効果を検討する。特に、初めの1人となりうるような確信犯を抑止
することも念頭に、ポスターを作成する。
2-3-2. 方法
2-3-2-1。研究期間、場所及び状況
本研究は、2009年5月13日か ら2009年7月17日までの間、土 日祝 日を除 く平 日に実施
した。研究場所及び状況に関 しては、研究 2と同様であつた。
2-3-2-2。観察対象、観察者及び研究協力者
観察対象、観察者及び研究協力者は研究1と同様であった。観察は計44セッション実施
された。
10記述的規範 とは、多 くの人々が実際にとる行動によつて示 され る規範である (北折・吉
田, 2000)。
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2-3-2-3。研究デザイン
ベースライン条件1(以下、BL l条件とする)、 介入条件1(以下、Photo条件とする)、
介入条件2(以下、Photo+Prpt条件とする)、 ベースライン条件2(以下、BL 2条件とす
る)からなるABCAデザインを用いた。BL l条件及びBL 2条件では、介入を実施せず観察場
所に放置駐輪の台数を測定した。Photo条件では、写真付きポスターの掲示を実施した上で、
放置駐輪の台数を測定した。Photo tt Prpt条件では、写真付きポスターの掲示に加えて、研
究1及び2と同様のカラーテープを路上に貼付した上で、放置車両の台数を測定した。
2-3-2-4.手続き
ベースライン 研究1と同様であつた。
写真付きポスター 写真付きポスターは主に2つの写真とメッセージから構成されてい
た (Fig.9)。ポスターの上部は、研究場所において全く放置駐輪がなされていない状況
を撮影 した写真を配置し、下部には研究場所において多くの放置駐輪が存在 しており通行
が困難な状況を撮影した写真を配置した。ポスター上部の写真の上に “あなたのその1台
が・… "と書かれており、ポスター下部の写真の下に “このような結果につながります"
というメッセージを黄色の文字で配置した。また、2枚の写真の間には赤色で下向きの矢
印が描かれており、 1台でも放置するとその結果として複数の者が車両を放置するように
なるということを明示した。ポスターのサイズは縦 59cm×横 42cmであり、背景は青色であ
った。
2-3-2-5。 行動のキ旨標
行動の指標等は研究 1と同様であつた。
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Fig。9.写真付きポスター
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2-3-3. 結 果
Fig。10には、平均放置駐輪台数 (台)と大学キャンパス内の駐輪台数 (台)の推移を示
した。左縦軸が、平均放置駐輪台数を表し、右縦軸が大学キャンパス内の駐輪台数を表し
ている。横軸は、セッションを表している。Fig。10を見ると、Photo tt Prpt条件において
平均放置駐輪台数がわずかに増加しており、BL 2条件で BL l条件の水準まで減少している
ことも分かる。また、天候の影響により視覚プロンプ トを撤去したセッションでは、平均
放置駐輪台数が増加していることも分かる。各条件における平均放置駐輪台数の平均値は、
BL l条件で3.8台(範囲:2.4台から 5。0台)、 Photo条件で 3。9台 (範囲:2。4台から5.4
台)、 Photo ttPrpt条件で 4。4台(範囲:3。2台から6。6台)、 BL 2条件で 4。2台 (範囲:3。4
台から5.2台)であつた。
Fig.10からは、キャンパス内の駐輪台数がほぼ変化していないことが分かる。各:条件に
おけるキャンパス内の駐輪台数の平均値は、BL l条件で2,767台(範囲:1,918台から3,234
台)、Photo条件で3,021台(範囲:2,069台から3,343台)、PhotottPrpt条件で2,928台(範
囲:2,483台から3,322台)、 BL 2条件で2,622台(範囲:1,780台から3,603台)であっ
た。
以上の結果より、Photo条件で実施した写真付きポスターの効果及びPhoto ttPrpt条件で
実施 した写真付きポスターと視覚プロンプ トの複合的な効果は確認されなかつた。しかし、
Photo ttPrpt条件において天候の都合により視覚プロンプ トを撤去したセッションで平均
放置駐輪台数が増加したこと、Photo+Prpt条件における平均放置駐輪台数が増加する傾向
にあつたことから、写真付きポスターと視覚プロンプ トが、ある程度放置駐輪行動を抑制
できていたという可能性も示唆された。一方、Fig。10より、研究場所における放置駐輪台
数の各条件における増減傾向とキャンパス内の駐輪台数の増減傾向との間に関連は見られ
ないことが分かった。
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2-3-4。 考 察
研究3において、視覚プロンプ ト及び放置駐輪によつて生じる通行の困難さという他者
が被害を受ける形の行動の結果を、写真付きポスターを用いて提示することで、放置駐輪
行動を変容することを意図したが、効果は確認されなかつた。また、研究1及び研究2と
同様にキャンパス内の駐輪台数の増減傾向との関連を検討したが、関連は見られなかつた。
一方、PhotottPrpt条件において天候の都合により視覚プロンプ トを撤去したことで、放置
駐輪台数が増加したことも示唆された。つまり、PhotottPrpt条件で全体的に放置駐輪台数
が増加傾向にあることを考慮すると、写真付きポスターと視覚プロンプ トを同時に実施す
ることによつて、放置駐輪台数の増加を抑制することができた可能性があるということで
あるι
研究2と同様に、研究3のBL l条件における放置駐輪台数は、研究1のBL l条件におけ
る放置駐輪台数と比較して少なかつたことから、ある種の床効果が生じ、介入の効果が確
認 されなかつた可能性が示唆される。写真付きポスターの随伴性に関しては、佐藤 ら
(2001)の分析結果と同様であると推察される。すなわち、写真付きポスターを見た自転車
あるいはバイク利用者が、「ここに駐輪すると通行が困難となる」というルールを自発 し、
そのルールが確立操作として、研究場所へ駐輪しようとしている状態を嫌悪刺激として確
立し、その場から移動する行動が強化されると考えられる。ただし、自転車あるいはバイ
ク利用者がポスターを見た時に、“自分が駐輪すると必ず通行が困難になる"というルール
を自発するわけではない。自分が駐輪した後に、他の自転車あるいはバイク利用者がその
場所に駐輪するか否かは不明だからである。この点も、介入効果が見られなかつた1つの
理由であると考えられる。さらに、研究2で放置駐輪の常習者が存在する可能性について
言及したが、研究3においても、ポスターの設置といった比較的穏やかな方法のみでは、
これら常習者あるいは最初に放置する確信犯の行動を変容させることが困難であったため
に、放置駐輪台数が減少しなかった可能性が示唆された。そして、それらの者が放置駐輪
行動をとつた結果、後にその場所を訪れた者が放置駐輪行動を同じようにとつてしまい、
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放置駐輪が減少しなかった可能性が考えられる。
そこで研究4では、放置駐輪行動に対する、より強力な結果の操作である撤去施策を大
学側が実施する際にデータを収集することで、その効果を検討する。
2-4。研究4 撤去施策が駐輪行動に及ぼす効果
2-4-1. 序
研究1から3においては、フィー ドバックポスターや視覚プロンプ トといつた、いわゆ
る穏やかな結果の操作や先行事象の操作が、放置駐輪行動に与える効果を検討 した。その
結果、フィー ドバックポスターと視覚プロンプ トを同時に実施することで、一定の水準ま
では放置駐輪行動を減少させることができた。しかし、放置駐輪を完全に防止するまでに
は至らなかった。その理由として、放置駐輪の常習者の存在が考えられた。常習者は、放
置駐輪をすることに対して何らかの嫌悪的な結果が随伴しないことに加え、目的とする場
所に早く到着することができるという強化の随伴性に繰 り返しさらされていると考えられ
る。そのため、ポスターの設置といった比較的穏やかな方法では、駐輪行動を変容させる
ことが困難であつたと考えられる。そして、それらの者が放置駐輪をした結果、後にその
場所を訪れた者も同じように放置駐輪をしてしまい、放置駐輪台数が減少しなかつた可能
性が考えられる。
大学側はこのような現状に対して、撤去施策を実施することを計画していたことから、
研究4では、大学の担当部局が放置駐輪に対する撤去施策を実施する際にデータを収集し、
より強力な結果事象の操作である撤去施策の効果を検討する。
2-4-2。 方法
2-4-2-1。研究期間、場所及び状況
本研究は、2010年10月18日から20H年1月13日までの間、土日祝日を除く平日に実
施した。月曜日から金曜日までのH時、13時、15時5分、16時45分にデータが計測され
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た。これらの時間帯は、大学の授業時間割において、2時限日 (H時10分から開始)、 3
時限日 (13時30分から開始)、 4時限目 (15時10分から開始)、 5時限日 (16時50分か
ら開始)の各授業開始前の休憩時間であつた。なお、研究4の開始前に駐輪台数を予備的
に測定したところ、H時以前、18時以降の時間帯にはほとんど駐輪されておらず、測定の
必要性がないと考えたため、上記の4つの時間帯に駐輪台数を測定した。場所は、研究 1、
2及び3と同様に大学施設周辺の空間であつたが (Fig。11)、研究 1、 2及び3とは異な
る場所であつた。
Figo H.研究場所の位置.赤色の円が研究場所を示している.青色の矩形は既存の駐輪場
の位置を示し,それ以外の場所への駐輪は不法駐輪と見なされていた。茶色の矩
形は授業棟を示し,薄茶色の矩形はグラウンドの位置を示している.
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2-4-2-2。観察対象、観察者及び研究協力者
研究場所に駐輪されていた自転車及びバイクを観察対象とした。観察者及び研究協力者
は研究 1と同様であった。観察は計45セッション実施された。
2-4-2-3。研究デザイン
ベースライン条件 (以下、BL条件とする)と介入条件1(以下、TA l条件とする)及び
介入条件2(以下、TA 2条件とする)からなるABBデザインを用いた。BL条件では、介入
を実施せず観察場所に放置されている車両の台数を測定した。TA l条件及びTA 2条件では、
各条件の最初のセッションで放置車両の撤去を実施し、放置車両の台数を測定した。
2-4-2-4。手続き
ベースライン 研究 1と同様であつた。
撤去施策 放置車両の撤去は大学側によつて実施 された。撤去は 22セッションロと 26
セッションロの計2回実施 され、14時から行われた。また、撤去を予告する貼 り紙が 17セ
ッションロに路上に貼付された。撤去予告の貼 り紙には、具体的に撤去 日時は書かれてお
らず、撤去する旨のみ書かれていた。撤去された車両は、大学内に保管され、返還希望者
が大学の担当部局に行き、所定の手続きを行 う必要があつた。撤去 した場所には、自転車
を撤去 したこと、放置車両の持ち主に対 して受け取 りに来るように促す旨の文言が書かれ
た紙が貼付された。なお、この施策の実施以前に撤去施策は実施 されていなかつた。
2-4-2-5。  イテ動のキ旨標
研究場所における駐輪行動を行動の指標とした。
2-4-3。 結 果
Fig.12には、平均放置駐輪台数 (台) と大学キャンパス内の駐輪台数 (台)の推移を示
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した。左縦軸が、平均放置駐輪台数を表し、右縦軸が大学キャンパス内の駐輪台数を表し
ている。横軸は、セッションを表している。Fig。12より、TA l条件において平均放置駐輪
台数が顕著に減少していることが分かる。また、TA 2条件においても平均放置駐輪台数が
減少したままであることも分かる。各条件における平均放置駐輪台数の平均値は、BL条件
で 9。9台 (範囲:4。8台から 15。0台)、 TA l条件で3.9台(範囲:2。0台から 5。3台)、 TA
2条件で 2。6台 (範囲:0。8台から6。3台)であつた。
Fig。12からは、キャンパス内の駐輪台数がほぼ変化していないことが分かる。各条件に
おけるキャンパス内の駐輪台数の平均値は、BL条件で2,647台(範囲:1,920台から3,097
台)、TA l条件で2,812台(範囲:2,623台から2,960台)、TA 2条件で2,617台(範囲:1,647
台から2,955台)であつた。
以上の結果より、TA l条件及びTA 2条件で実施した撤去施策の顕著な効果が確認された。
一方、Fig。12より、研究場所における放置駐輪台数の各条件における増減傾向とキャンパ
ス内の駐輪台数の増減傾向との間に関連は見られないことが分かる。
2-4-4。 考 察
研究4では、大学側が実施する撤去施策が、駐輪行動に及ぼす効果を検討した。その結
果、大学が実施した撤去施策が放置駐輪行動の防止に大きな効果があることが確認された。
さらに、撤去施策実施後も、放置駐輪台数が減少したまま、維持されていることが明らか
となった。
撤去施策実施後に、放置駐輪台数が減少し、少ない状態で維持されたということに関し
ては、いくつかの可能性が考えられる。自転車等の利用者は、車両を撤去されることで自
転車利用によつて得られる利便性を失う。これは、いわゆる強化子の消失である。また、
返還の手続きに行つた際には、担当者から指導を受ける。これは、いわゆる罰子の出現で
ある。さらに、他の自転車等の利用者にとつては、車両が撤去されたこと、あるいは車両
が撤去されたことを示す貼 り紙を目にすることで、“この場所に駐輪すると、撤去される"
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というルールが自発される。このルールが確立操作として機能することで、他の自転車利
用者等が撤去が実施された場所で駐輪する行動を減少させたと考えられる。このような複
数の随伴性が機能し、介入条件後に放置駐輪台数が減少し、少ない状態で維持されたこと
が示唆される。
一方で、撤去施策実施による施策実施側への影響はどうであろうか。放置駐輪台数が減
少し、その状態が維持されたという結果は、キャンパス内の放置駐輪問題等に頭を抱えて
いる大学の担当者の放置車両撤去という行動を大きく強化すると考えられる。撤去施策の
大きな効果を目の当たりにした担当者は、放置駐輪問題だけでなく、キャンパス内で起こ
つている他の問題に対しても撤去などのより強力で嫌悪的な手段を実施するであろうこと
が予測される。
ただし、こういった撤去施策の効果が、長期に渡つて維持されるか否かに関しては不明
である。長谷川 (2003)は、時折強制撤去により罰される状況にあつてもなお放置自転車
が無くなりにくい一番の理由は、駅前に自転車を駐輪する行動が利便性によつて強化され
ているためであると述べており、罰の効果を妨げる別の強化随伴性が同時に働いているこ
とに目を向けるべきであると主張している。このことから、自転車を返還された利用者が、
利便性による強化を回避することは困難であり、当分の間撤去される機会がないと、再び
放置駐輪をするようになるであろうことが想定される。また、伊藤 (2005)は、自転車が
撤去され、保管料や罰金を徴収されることは、所有者にとつて罰になるが、このことが間
欠的罰になっていると述べている。そして、間欠的罰は罰がないときにその行動を強め、
罰自体も一時的な効果しか持たないことから、放置自転車を抑制する効果はないと述べて
いる。本研究では、撤去施策の効果が約 1か月間維持されていたが、より長期間に渡って
放置駐輪台数を測定した上で、効果が長期に渡つて維持されるのか検証する必要がある。
さらに、大学という性質上、新年度になった際に撤去を経験していない学校関係者 (特に、
学生であると推測される)が放置駐輪をすることは十分に考えられ、そういつた場合、撤
去施策を再度実施 しないと撤去の効果が維持されない可能性があり、これに関しても今後
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検討の必要がある。一方、撤去施策の効果について佐伯 0伊藤 (2004)は、シミュレーシ
ョン実験によつて、ランダムな撤去の方が周期性のある撤去よりも路上駐輪行動を抑制す
る効果があり、撤去確率や撤去保管料の増加に伴って路上駐輪行動が減少するというデー
タを提示している。今後、撤去施策の効果を検討する際には、この点を実際のフィール ド
によつて検討することも必要であろう。
放置駐輪撤去の課題に関して、明石 (2008)は、福岡市中央区の天神地区で、2001年と
2003年に放置自転車台数が全国ワース ト1位であったが、駐輪場の整備と放置自転車の撤
去に注力した結果、放置自転車が大幅に減少したと述べている。ただし、明石 (2008)は、
放置自転車の撤去に注力した結果、放置自転車の撤去、処分、保管等のための予算が増加
したことから、問題の根本的解決になつているとは言い難いとも述べている。梶田・外井・
佐々木 (2010)は、工学のアプローチから、違法駐輪の撤去が駐輪行動の変化に及ぼす影
響について検討している。その結果、違法駐輪対策の効果として駐輪場利用が進んだこと、
撤去した後の保管料の上昇は撤去された人の自転車離れを進める可能性があること、撤去
強度 (撤去の規模と頻度)を上げると駐輪場利用者が増え違法駐輪者が減るが、その減少
幅は小さいことを明らかにした。これらのことから、自転車利用を促進しつつ放置駐輪問
題を解消するためには、撤去施策の推進だけではなく、駐輪場利用促進のための施策を含
めた適切な駐輪行動を生起させるための施策を導入することが必要であると考えられる。
応用行動分析学に基づくアプローチにおける代替行動の分化強化といつた視点、あるい
は放置駐輪行動を撤去等の方法によつて抑止した場合に、別の場所に再び放置するといつ
た行動が見られることを考えると、放置駐輪問題の根本的な解決を目指すためには、適切
な駐輪行動を促すような利用しやすい駐輪場を整備することや適切な駐輪行動に対する強
化の機会を設定するなどして、適切な駐輪スペースの利用行動を増加させることも重要で
ある。
そこで研究5では、適切な駐輪行動として駐輪場を利用する行動を取り上げ、駐輪場情
報の提供が、駐輪行動に与える影響について検討する。
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2-5。研究5 駐輪場情報の提供が自転車利用者の駐輪行動に及ぼす効果
2-5-1。 序
研究4では、放置駐輪の撤去施策の効果を検討した結果、撤去施策の顕著な効果が確認
された。ただし、撤去を経験した場所と異なる場所に車両を放置するといつた行動が見ら
れることもあり、特に研究1から3においては、本研究で設定した駐輪禁止範囲の周辺に
車両が移動したことが複数名の通行人から報告されている。このことから、放置駐輪問題
を解決するためには、撤去といった嫌悪的な手段だけではなく、適切な駐輪行動を生起さ
せるための手段も実施する必要がある。大学側は駐輪場に駐輪させることを意図して、放
置車両に貼付するビラに駐輪場の情報を地図とともに記載したが、それらの駐輪場が研究
対象とした範囲からは離れており、場所が分かりにくかつたことに加えて移動にコス トが
かかるということから、適切な駐輪がなされなかつた可能性が考えられた。
研究5では、適切な駐輪行動として駐輪場を利用する行動を取り上げ、駐輪場情報を分
かりやすく提供することに加え、利用した場合の利点を伝えることで強化の機会を設定し、
駐輪行動に及ぼす効果について検討する。
2-5-2。 方法
2-5-2-1.研究期間、場所及び状況
本研究は、2009年H月11日から2009年12月23日までの間、土 日祝 日を除く平 日に実
施 した。月曜 日から金曜 日の 13時30分から14時30分の間に測定された。このように 1
日に1回測定することを1セッションとした。場所は、講義棟の地下にある駐輪場であつ
た (Fig。13;Photo 14)。地下駐輪場には、713台の自転車を駐輪することができる、個別
の専用ラックが設置されていた。Fig。13から分かるように、周辺にも駐輪場があった。
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Fig。13.研究場所の位置.赤色の円が研究場所を示している.青色の矩形は既存の駐輪場
の位置を示し,それ以外の場所への駐輪は不法駐輪と見なされていた.茶色の矩
形は授業棟を示し,薄茶色の矩形はグラウンドの位置を示している.
2-5-2-2.観察対象及び観察者
研究場所である地下駐輪場に駐輪されていた自転車及びバイクを観察対象とした。観察
は、大学が雇用している複数の警備員が毎日一定の時刻に行い、計30セッション実施され
た。観察者間一致率を算出するためのセッションでは、第2観察者として著者が駐輪台数
を測定した。
2-5-2-3.研究デザイン
ベースライン条件 (以下、BL条件とする)、 介入条件1(以下、Fly&Pst条件とする)と
介入条件2(以下、Fly&Pst+Web条件とする)からなるABCデザインを用いた。BL条件
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では、介入を実施せずに地下駐輪場において駐輪されている車両の台数を測定した。Fly&
Pst条件では、チラシの貼付とポスターの掲示により駐輪場情報を提供した上で、駐輪場に
駐輪されている車両の台数を測定した。Fly&Pst+Web条件では、チラシの貼付とポスタ
ーの掲示に加えて、大学のウェブサイ ト等で駐輪場情報を提供した上で、駐輪場に駐輪さ
れている車両の台数を測定した。
Photo 14.研究場所の駐輪場の状況 .
2-5-2-4。手続き
ベースライン 駐輪場情報の提供を実施せず、研究場所に駐輪されている自転車の台数
を測定した。
駐輪場情報の提供 キャンパス内の計40箇所の看板に駐輪場情報を提供するためのポス
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ター (Fig。15)を掲示した。また、ポスターを縮小したものを、キャンパス内の放置車両
に対して、貼付した。駐輪場情報として提供した内容は、地下駐輪場の位置を示す地図、
地下駐輪場から主要な講義棟等への徒歩による所要時間、地下駐輪場への入 り方と駐輪場
利用によつて得られる利点であつた。駐輪場情報の内容については、駅周辺の放置駐輪を
解消することを目的に、コミュニケーションを中心とした施策の効果を検討した萩原・藤
井・池田 (2007)の研究で用いられたリーフレットも参考とした。駐輪場利用によつて得
られる利点に関しては、安心して、ゆったりした気分で駐輪できる、警備員が巡回してい
るため安全である、駐輪場が地下にあるため雨天でも安心である、いつでも無料で利用可
能であるという旨のメッセージをポスターに記述した。実際の看板設置状況については一
例をPhoto 16に示した。Fly&PstttWeb条件では、大学のウェブサイ ト及び大学のウェブ
サービス上に駐輪場情報を掲載した (Fig。17;Fig。18)。
2-5-2-5. イ子動の指標
研究場所における駐輪行動を行動の指標とした。
2-5-2-6。観察者間一致率
観察者間一致率を算出するためのセッションは、全セッションの 57%である計 17セッシ
ョンであった。このセッションでは、大学が雇用している警備員と著者が独立して、駐輪
台数を測定した。なお、測定は警備員が測定する時刻に合わせて行つた。一致率は、各セ
ッションで観察された駐輪台数に関して、少ない方の駐輪台数を多い方の駐輪台数で割っ
た後、100を掛けるという方法により算出した。その結果、17セッションの一致率の平均
値は、97%であった。
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「 ige 15.駐輪場情報を提供するためのポスター
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Photo 16。看板の設置状況 .
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2-5-2-7。社会的妥当性
研究終了時には、研究協力者である警備員に対して本研究に対する評価を記入させた。
その内容は、ポスターの掲示やチラシの貼付による駐輪場情報の提供といつた取り組みの
効果はあつたか、キャンパス内の放置駐輪は減少させるべきか、駐輪場情報の提供といっ
た方法は放置駐輪行動への対応として適切な方法であったか否かなどについて、“1。 全く
そう思わない"から “7。 とてもそう思う"の7件法で評価させるものであった。さらに、
取り組みに対する感想、自転車利用者の反応、警備員が自転車利用者から聞いた地下駐輪
場を利用しない理由 (研究実施期間中に警備員が自転車利用者と会話をするなど何らかの
や り取りがあつた場合のみ)、 取り組みにおいて改善すべき点について自由に記述させた。
2-5-3. 結 果
2-5-3-1.駐輪場利用台数
Fig。19には、駐輪場利用台数 (台)と大学キャンパス内の駐輪台数 (台)の推移を示し
た。左縦軸が、駐輪場利用台数を表し、右縦軸が大学キャンパス内の駐輪台数を表してい
る。横軸は、セッションを表している。Fig。19より、駐輪場利用台数は全条件を通じてあ
まり変化していないことが分かる。各条件における駐輪場利用台数の平均値は、BL条件で
96台(範囲:71台から113台)、 Fly&Pst条件で 100台(範囲:84台から126台)、 Fly&
Pst ttWeb条件で93台(範囲:82台から107台)であつた。
Fig。19からは、キャンパス内の駐輪台数がほぼ変化していないことが分かる。各条件に
おけるキャンパス内の駐輪台数の平均値は、BL条件で2,485台(範囲:1,503台から2,874
台)、 Fly&Pst条件で 2,567台(範囲:2,856台から1,788台)、 Fly&Pst+Web条件で
2,477台(範囲:1,962台から2,771台)であつた。
以上の結果より、Fly&Pst条件及びFly&Pst+Web条件で実施した駐輪場情報の提供
の効果は確認されなかった。一方、Fig。19より、研究場所における駐輪台数の各条件にお
ける増減傾向とキャンパス内の駐輪台数の増減傾向との間に関連は見られなかつた。
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キャンパス内の駐輪台数 (台)
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2-5-3-2。社会的妥当性
社会的妥当性の指標として、研究協力者である7名の警備員から得られた本研究に対す
る評価結果を示す (Table l)。まず、7件法で評価させた項目の中で比較的得点が高かっ
た項目は、“自転車・バイク利用者が、適切な場所に自転車・バイクを駐輪することは重要
である"、 “学内の不法駐輪が減少することは重要である"であつた。比較的得点が低かっ
た項目は、“今回の取り組み (駐輪場情報の提供)は満足できるものであつた"、 “今回の取
り組み (駐輪場情報の提供)は、地下駐輪場の利用促進のための取り組みとして納得のい
くものだった"、 “今回の取り組み (駐輪場情報の提供)不法駐輪への対応として納得のい
くものだった"、 “今回の取り組み (駐輪場情報の提供)は学内の不法駐輪の減少に効果が
あった"、 “今回の取り組み (駐輪場情報の提供)によつて、誘導員による自転車・バイク
の移動の負担が減った"であった。そして、自由記述から得られた評価には以下のものが
あつた。取り組み全体に対しては、あまり効果がなかつた、あるいは学校全体として取り
組んでいく必要があるという意見が数名から得られた。自転車及びバイク利用者の反応と
して、反応はほとんどなかったという回答が数名から得られた。また、自転車及びバイク
利用者が駐輪場を利用しない理由として、講義を受ける建物の近くに駐輪したい、地下に
降りるのが面倒である、という意見が得られたということであつた。この取り組みにおい
て改善すべき点としては、地下駐輪場の看板をもつと見やすくする、自転車や単車専用な
ど駐輪場を分けて設置するという点が挙げられた。
2-5-4。 考 察
研究5では、駐輪場情報の提供によって、駐輪場における駐輪行動が増加するか否かを
検討 したが、駐輪場利用台数は増加 しなかった。放置駐輪者に対して、駐輪場情報を提供
するためのポスターを縮小したものを貼付したことで、放置駐輪者には地下駐輪場の情報
が個別に伝わっていたと考えられる。一方、駐輪場に駐輪している適切な駐輪行動をとつ
た駐輪者にチラシ貼付は行っておらず、看板と大学のウェブページを通してのみ、駐輪場
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Table l
駐輪場情報の提供に関する社会的妥当性質問紙の結果
"=7)質問項目 平均値
学内の不法駐輪が減少することは重要である。
今回の取り組みがなければ、学内の不法駐輪を減少させることは難しかった。
今回の取り組みは、G号館地下駐輪場の利用台数を増加させるための方法として好ましいものだつた。
今回の取り組みによつて、誘導員による自転車・バイクの移動の負担が減つた。
今回の取り組みは、G号館地下駐輪場の利用促進のための取り組みとして納得のいくものだつた。
今回の取り組みは、G号館地下駐輪場の和l用促進に効果があった。
今回の取り組みは、満足できるものであった。
今回の取り組みで使用したポスターを見ている学生がいた。
今回の取り組みは、学内の不法駐輪の減少に効果があつた。
今回の取り組みは、G号館地下駐輪場の利用台数を増加させるための方法として公正なく)のであった。
今回の取り組みは、不法駐輪への対応として納得のいくものだつた。
今回の取り組みがなければ、G号館地下駐輪場の利用台数を増加させることは難しかった。
今回の取り組みのように、G号館地下駐輪場を学生に周知する必要があつた。
今回の取り組みは、学生に対して悪影響を及ぼすことはなかつた。
今回の取り組みの中で用いた方法はよかつたと思う。
今回の取り組みは、誘導員にとって負担であった。
今回のような取り組みを、今後も続けていって欲しい。
今回の取り組みは、学内の不法駐輪減少のための取り組みとして納得のいくものだつた。
今回の取り組みは、自転車 0バイク利用者のモラル向上に効果があった。
自転車・バイク利用者が、適切な場所に自転車・バイクを駐輪することは重要である。
全体的に、今回の取り組みは学生にとつてためになるものだった。
6.4
4.9
3。9
2.0
2.7
3.0
2.9
4.7
2.3
3.0
2.7
5.3
3.4
4.1
3.7
4。9
4。4
3.4
3.0
7.0
5.1
注。誘導員は警備員と同義である。
情報を伝えることができたため、駐輪場情報が伝わっていない者も多くいたと考えられる。
キャンパス内においては適切な駐輪行動をとる者の方が多いことから、それらの者に対し
て駐輪場情報を確実に提供した上で、地下駐輪場の利用台数が増加するか否かを再度検討
する必要がある。
また、駐輪場における駐輪行動に対して強化の機会を設定するため、安全であるなどの
駐輪場利用による利点をポスター内に記述したが、それらの利点が、本研究で対象とした
地下駐輪場に駐輪する行動に随伴する結果としては小さいものであつた可能性が考えられ
る。駐輪場情報を提供するために掲示したポスターを見た自転車等利用者は、「盗難に遭う
可能性、撤去される可能性及び雨に濡れる可能性が地下駐輪場に駐輪すると低くなる」と
いうルールを自発 し、それが確立操作として機能し、場合によつては地下駐輪場への駐輪
行動が生起すると考えられる。一方、キャンパス内で放置駐輪行動をとつた場合または既
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存の駐輪場に駐輪した場合に、盗難に遭 う可能性、撤去される可能性はほとんどなかつた
と考えられる。少なくとも、撤去施策は実施されておらず、撤去される可能性はゼロであ
つた。これらのことから、適切な代替行動である地下駐輪場での駐輪行動あるいは放置駐
輪のどちらの行動をとつた場合でも、行動の結果としての環境変化はほとんど生じない一
方、放置駐輪行動をとつた場合、目的地に早く到着できることで強化されるため、地下駐
輪場で駐輪行動をとる者の数が増加しなかつたと考えられる。
社会的妥当性に関しては、放置駐輪が減少することが重要であるという点についてのみ
得点が高く、介入の効果の側面に関する評価は、非常に低かった。また、自由記述から、
効果がなかった、学校全体として取り組んでいく必要があるという記述が得られた点から
も、効果が乏しかつたことが分かる。警備員が自転車及びバイク利用者から聞いた、駐輪
場を利用しない主な理由としては、地下駐輪場に駐輪することに対するコス トの高さが挙
げられていた。
以上のことから、今後は、適切に駐輪している者に対しても駐輪場情報を個別に伝達す
ることで、駐輪場利用者が増加するか否か検討する必要がある。そのためには、適切な場
所に駐輪されている自転車等の利用者に対しても、利用率の低い駐輪場の情報を提供する
ためのチラシを配布する等の方法を実施することが考えられる。また、地下駐輪場の位置
を変えることは困難であるため、放置駐輪行動を維持させている強化随伴性 (例えば、日
的の場所に早く到着できるなど)より強力な強化随伴性を地下駐輪場における駐輪行動に
ついても導入し、その効果を検討することが必要であると考えられる。例えば、駐輪場利
用によつて、割引券や優待券が手に入るといつたような状況を設定することが考えられる。
2-6。本章の結果のまとめ
研究1の結果からは、フィー ドバックポスターと視覚プロンプ トの複合的な効果が確認
された。一方、研究2では、フィー ドバックポスターと視覚プロンプ トの複合的な効果及
び視覚プロンプ ト単独の効果は見られなかった。また、研究3においても、写真付きポス
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ター単独の効果と、写真付きポスターと視覚プロンプ トの複合的な効果は見られなかつた。
研究4の結果からは、撤去施策が非常に効果的であることが明らかとなつたが、研究5で
は、駐輪場情報の提供によつて地下駐輪場の利用台数は増加しなかつた。
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3。 歩道上の走行問題に対する応用行動分析学に基づくアプローチ
本章では、自転車の歩道走行問題を扱 う。序論でも述べたが、歩道走行行動は歩行者あ
るいは自転車利用者自身の身を危険にさらす行動であり、自転車が関連する交通事故を引
き起こす直接的な原因となる。歩行者及び自転車利用者の安全を確保するためには、自転
車の走行空間を歩行者と分離することがより安全な方法として考えられる。ただし、歩道
が狭く、歩行者と自転車の走行空間の分離が難しい場所においては、歩道上で自転車を押
して歩くことで、歩行者及び自転車利用者双方の安全を確保することが求められる。本章
では、歩道上で自転車を押して歩くことを “安全行動"として、プロンプ ト等を用いた応
用行動分析学に基づくアプローチの効果を検討する。
3-1.研究6 プロンプ ト及び称賛のメッセージが歩道上の走行行動に及ぼす効果H
3-1-1.序
これまで、交通問題に関連 した行動を応用行動分析学に基づくアプローチによつて変容
させた研究では、先行事象であるプロンプ トが効果を上げている。特に、シー トベル トの
着用行動を標的行動とした研究 (Austin et al。,1998;Clayton&Helms,2009;Engerman
et al。,1997;Gras et ale,2003)では、“Please Buckle Up―I Care"と書かれた視覚的
なサインや、“Don't forget to buckle up"といつた言語的なメッセージを、自動車の運
転手に対 して提示するとい う方法が用いられ効果が確認 されている。また、Clayton&Helms
(2009)では、視覚的なサインによるプロンプ トに運転手が従つた場合に、そのサインを裏
返 して “Thank You"とい う称賛のメッセージを提示する手続きも用いられ、効果を上げて
H本研究は以下の学術論文として刊行されている。
Okinaka, T. & Shimazaki, T. (2011). The effects of prompting and reinforcement on
safe behavior of bicycle and motorcycle riders。 ノb″∂ゴ θ/｀ AppゴθどBeh∂/ゴο
И″∂ゴ/sゴ島 イ4 671-674.
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いる。 これ らの方法は、交差点における一時停止行動に対 して用いられ、効果を上げるな
ど(Austin et al.,2006)、他の交通問題に関連 した行動に対 しても有効であることが確認
されている。研究6では、このプロンプ トと称賛のメッセージの提示 とい う手続きを用い
て、安全行動が増加するか否かを検討する。また、安全行動を増加 させることも目的であ
る。
3-1-2。 方法
3-1-2-1.研究期間、場所及び状況
本研究は、2010年4月5日から2010年5月19日までの間、土 日祝 日を除く平 日に実施
した。毎週月曜 日から水曜 日の午前 10時30分からH時の間にデータが計測 された。計測
時間帯に関しては、本研究開始前に午前 (10時30分からH時)と午後 (昼休み中の 12時
45分から13時25分;15時00分から15時10分;16時40分から16時50分)の各授業時
間帯の合間である休憩時間 (授業時間帯と比較 して自転車及びバイクが移動することの多
い時間帯)に予備観察を実施 した。その結果、午後の休憩時間は午前と比較 して短時間で
あり通行台数 自体が少なく、昼休みは、研究協力者である警備員の配置が行われないセッ
ションがある可能性があつた。そのため、午前 10時30分からH時の間を計測時間帯とし、
これを1セッションとした。なお、介入手続きは計測時間帯を含めて終 日実施 された。ま
た、できる限 り同じ対象者を観察するために、各条件に月曜 日から水曜 日の3日間が可能
な限 り含まれるようにした。
本研究は、大学キャンパス内の歩道 (幅3m、距離 90mの直線)において実施 した。研究
実施場所の詳細については Fig.20に示 した。この場所において、自転車及びバイクと歩
行者の間での事故は報告されていないが、大学の担当部局は事故が生 じるリスクがある場
所 と考えてお り、事故防止のために未然に何 らかの対策をとる必要のある箇所 と認識 して
いた。
大学の担当部局は、事故防止のために歩道上の走行行動を抑止する必要があるとい う認
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識を持つていたことから、大学内の歩道における自転車及びバイクの走行を禁止すると同
時に、走行を抑止するための施策 (警備員の配置)を導入することを決定していた。そし
て、施策を導入するに当たり、配置される警備員による通行車両の利用者への声かけの実
施方法などに関して、著者が助言をすることとなつた。なお、本研究開始時に、自転車及
びバイクの歩道上での走行禁止の規則が明示され、警備員の配置が行われた。歩道上の走
行行動に対する罰則は規定されていなかつた。
Fig。20。研究場所の位置。赤色の長方形が研究場所を示している。矢印は観察地点,その
左側にある長方形と直線が組合わさった図形は歩道上でバイクを押して歩くよ
うに促す看板の位置を示す.青色の矩形は既存の駐輪場の位置を示 している。
茶色の矩形は授業棟を示し,薄茶色の矩形はグラウンドの位置を示している.
??????????
:|.■
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3-1-2-2。観察対象者、研究協力者及び観察者
研究場所である歩道を駐輪場が多く設置されている方向 (Fig.20中の研究場所の向かつ
て右方向)に通行した自転車、バイク (50cc以下の原動機付き自転車)の利用者を観察対
象とした。観察は全 18セッション実施され、計508台の車両の利用者が観察対象となった。
観察は、自転車及びバイク利用者から見えない研究場所の中間地点 (Fig。20中の矢印の地
点)にあたる生け垣の隙間 (およそlm)から行い、この中間地点を通過する自転車とバイ
クについて、車両を押して歩いていたか否か及び車両の種類を1台ずつ観察して記録した。
その際、運転者の性別もあわせて記録した。なお、観察地点の性質上、観察地点の前方か
ら外れる範囲の自転車及びバイク利用者の行動 (観察地点の前方に向かつて近づいてくる
自転車あるいはバイク利用者の行動)については観察が困難であった。また、利用者が同
時に複数通行することは稀であつた。
本研究では、警備員の男性 7名の協力を得た。協力者である警備員は各セッションに 1
名ずつが研究場所の歩道に配置された。観察は著者が行い、観察者間一致率を算出するた
めのセッションでは、著者に加えて第2観察者 (心理学を専攻する大学院生)が独立して
観察を行つた。なお、警備員の男性に対しては、研究開始前に研究概要を説明し、警備員
の男性 7名が所属する会社の担当者及び大学の担当部局の担当者に対して研究内容を説明
した上で、研究への協力及びデータの公開に同意を得た。
3-1-2-3.研究デザイン
介入条件1(以下、Prpt l条件とする)、 ベースライン条件1(以下、BL l条件とする)、
介入条件2(以下、Prpt 2条件)、 ベースライン条件2(以下、BL 2条件とする)、 介入条
件3(以下、Prpt 3条件とする)からなるBABABデザインを用いた。BL l条件及び BL 2条
件では、介入を実施せず歩道を通行する自転車及びバイクを観察した。Prpt条件では、警
備員によるプロンプ トと称賛のメッセージを提示し、歩道を通行する自転車及びバイクを
観察した。
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3-1-2-4。手続き
本研究の介入方法であるプロンプ ト及び称賛のメッセージの手続きについては,著者が
研究実施前に研究協力者である警備員に対してマニュアルの配布を行うとともに、簡単な
ロールプレイを実施した。なお、介入条件においては警備員の位置を統制していないため、
セッションによつては観察地点を過ぎた場所に警備員が位置しているセッションもあつた。
ベースライン 警備員は、自転車及びバイク利用者が通行する歩道上に配置されていた
が、プロンプ ト及び称賛の手続きは実施されていなかつた。
プロンプ ト プロンプ トを実施する介入条件の手続きは、警備員が “学内走行はやめま
しょう"と書かれたタスキを肩に着用し (以下、視覚プロンプ トとする)、「学内の安全の
ために自転車/バイクから降りて駐輪場まで押して歩いて行って下さい」という声かけを歩
道上を通行する自転車及びバイク利用者に対して実施すること (以下、言語プロンプ トと
する)であつた。
称賛 称賛の手続きは、歩道上を通行する自転車及びバイク利用者がプロンプ トに従い、
車両を押して歩いた場合に、 “ご協力ありがとうございます"というメッセージを伝える
ことであつた。
3-1-2-5。標的行動
安全行動、すなわち、自転車及びバイクから降りて車両を押して歩く行動を標的行動と
した。バイクの場合は、エンジンを切つていても車両から降りていなければ、安全行動の
生起としては記録しなかった。なお、観察は研究場所の中間地点 (Fig。20中の矢印の地点)
にあたる生け垣の隙間 (およそlm)から行つたため、観察地点の前方を横切つていく自転
車及びバイク利用者の観察地点前後での行動について、安全行動をとつていたか否かを観
察することができなかった。したがって、観察地点の前方において自転車あるいはバイク
から降りていた場合は、全て安全行動の生起として記録した。
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3-1-2-6.観察者間一致率
観察者間一致率を算出するためのセッションは、全セッションの50%である計9セッショ
ンであり、各条件において必ず 1セッションが含まれるようにした。このセッションでは、
著者と第2観察者が独立して、安全行動が生起したか否か、性別及び車両の種類について、
観察地点の前方を通過する車両を1台ずつ観察した。一致率は、安全行動が生起したか否
か、性別及び車両の種類について、各セッションで通過した車両を著者と第2観察者が 1
台ずつ観察し記録したデータに基づいて算出された。一致率は、各セッションで観察され
た車両に関して、 1台毎の安全行動の生起非生起、性別及び車両の種類について、著者と
第2観察者の記録が一致した場合の数を、一致した場合の数と一致しなかつた場合の数の
合計数で割った後、100を掛けるという方法により算出した。その結果、9セッションの一
致率の平均値は、安全行動で 94%、車両の種類で 96%、性別では94%であつた。
3-1-3。結果
Fig。21には、安全行動従事率 (%)の推移を示 した。縦軸は、安全行動従事者率、すな
わち観察対象者の うち安全行動をとつた利用者の割合を表 している。横軸は、セ ッション
を表 している。Fig。21を見ると、各介入条件で安全行動従事者率が顕著に増加 してお り、
BL l条件及び BL 2条件では急激に減少 していることが分かる。各条件の安全行動従事者率
の平均値は、Prpt l条件で89%(範囲:73%から 100%)、BL l条件で21%(範囲:19%から25%)、
Prpt 2条件で 87%(範囲:79%から 97%)、BL 2条件で 23%(範囲:12%から 33%)、Prpt 3条
件で 87%(範囲:78%から95%)であつた。Prpt l条件、Prpt 2条件及び Prpt 3条件の平均
値は 88%、BL l条件及びBL 2条件の平均値は22%であつた。
以上の結果より、プロンプ トと称賛のメッセージを提示することによつて安全行動が増
加 し、ベースラインに移行すると、安全行動従事者率が急激に減少 したことが分かる。
車両の種類別及び男女別の各条件における安全行動従事者率 (%)を以下に示す。Prpt l
条件、Prpt 2条件及び Prpt 3条件における安全行動従事者率の平均値は、自転車利用者が
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89%、バイク利用者が 85%であった。また、男性が87%で女性が 94%であつた。
3-1-4。考察
研究6では、プロンプ ト及び称賛12のメッセージの提示が安全行動に及ぼす影響を検討 し
た。その結果、プロンプ トの提示及び称賛のメッセージを与えることで、安全行動をとる
自転車及びバイク利用者が顕著に増加 した。このことから、プロンプ ト及び称賛のメッセ
ージの提示が歩道上の自転車及びバイク利用者の安全行動に対 して効果的であることが明
らかとなつた。
応用行動分析学に基づくアプローチによつて交通問題を扱った多くの研究では、ある違
反をすると法的に罰せ られるような状況でプロンプ トの効果を検討 している。本研究では、
自転車及びバイクの利用者が警備員のプロンプ トに従わなかった場合に罰金を科される等
の結果が生 じることはなかつた。これ らのことから、本研究の結果は、罰則が規定されて
いない場合でもプロンプ トが短期的には有効であることを示 している。ただ し、プロンプ
トが歩道上の走行行動に対する罰的な効果を持つていた可能性も否定できない。すなわち、
走行行動をしている者に対 して声かけを実施 したために、声かけが行動に対する嫌悪的な
結果 となっていた可能性である。また、プロンプ トの効果は確認 されたが、ベースライン
条件に移行 した際に安全行動従事者率は急激に減少 し、プロンプ トの効果は維持 されなか
った。この点は、研究で用いたプロンプ トの手続きの限界であると考えられる。
バイ クを押 して歩 く行動 の方が、 自転車 を押 して歩 く行動 と比べ る と反応努力
(response effort)の程度が高いと考えられ、安全行動従事者率に差異が見 られることが
12研究6においては、安全行動をとった者に対 して、称賛のメッセージを提示 していた。
しか し、セ ッションが進むにつれて称賛のメッセージを提示する行動が減少 し、研究終了
時にはそのようなメッセージが提示されないようになつていた可能性があった。 したがつ
て、研究7及び8においては、称賛のメッセージを介入の手続きとして扱わなかつた。
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予測されたが、両者の介入条件における安全行動従事者率にほとんど差異は見られなかつ
た。また、身体障害者用駐車スペースでの違法駐車を扱った Fletcher(1995)では、男性
の方が、公共の場所で提示される規貝Jに従いにくいことが示唆されているが、本研究では
自転車及びバイク利用者の安全行動に関して性差は確認されなかった。本研究では、バイ
クと女性のデータが相対的に少なく、車両の種類及び性差について十分に分析することが
できないため、詳細は今後検討する。
介入条件においては、データ化していないが、いくつかの事象が観察された。まず、警
備員の言語プロンプ トが提示される前に、車両を押して歩く自転車及びバイク利用者が観
察されたことである。これは、肩にタスキをかけた警備員の存在が先行事象として機能し
ていた可能性を示唆している。また、警備員間で言語プロンプ トの手続きに違いがあった
ということも挙げられる。例えば、 「自転車から降りなさい。」という声かけだけをする
場合や称賛のメッセージを伝え忘れる場合が観察された。これは、いわゆる介入厳密性
(treatment integrity)の問題と考えられ、今後その向上を目指した介入手続き全体の改
善が求められる。
研究6では、プロンプ トの手続きを構成する言語プロンプ トと視覚プロンプ トを同時に
実施 しており、それぞれの手続きを単独で実施する条件は設けていない。各プロンプ ト単
独の効果を検討することで、より実施に要するコス トの低い介入を実施することができる
と考えられることから、研究7ではそれぞれの要素の効果をさらに検討するために、言語
プロンプ トを単独で導入する条件を設け、言語プロンプ ト単独の効果を検討する。
3-2.研究7 言語プロンプ ト及び視覚プロンプ トが歩道上の走行行動に及ぼす効果
3-2-1。 序
研究6では、プロンプ トと称賛のメッセージが安全行動に及ぼす効果について検討した。
介入手続きは、安全行動を促すメッセージが書かれたタスキ (視覚プロンプ ト)を着用し
た警備員が、歩道を走行する自転車及びバイクの利用者に対して声かけを行い (言語プロ
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ンプ ト)、プロンプ トに従った場合には、称賛のメッセージを提示するというものであつた。
その結果、介入によつて安全行動従事者率が顕著に増加した。ただし、研究6では言語プ
ロンプ トと視覚プロンプ トを同時に実施しており、各プロンプ ト単独の効果が検討されて
いないため、研究7では、言語プロンプ ト単独の効果を検討する。なお、視覚プロンプ ト
のみ提示するという条件も、各プロンプ トの効果を検討する上では必要な条件であると考
えられるが、警備員の業務上、視覚プロンプ トのみ実施することは困難であったため、研
究7では言語プロンプ ト単独の効果についてのみ検討することとした。
3-2-2. 方法
3-2-2-1。研究期間、場所及び状況
本研究は、2010年9月27日か ら2010年10月27日までの間、土 日祝 日を除 く平 日に実
施 した。研究場所及び状況に関 しては、研究 6と同様であった。
3-2-2-2。観察対象者、研究協力者及び観察者
観察対象者、研究協力者及び観察者に関しては、研究6と同様であつた。観察は全 15セ
ッション実施され、計500台の車両の利用者が観察対象となった。
3-2-2-3.研究デザイン
ベースライン条件1(以下、BL l条件とする)、 介入条件1(以下、VP l条件とする)、
ベースライン条件2(以下、BL 2条件とする)、 介入条件2(以下、VP+VP l条件とする)、
介入条件3(以下、VP 2条件とする)、 ベースライン条件3(以下、BL 3条件とする)、 介
入条件4(以下、VP+VP 2条件とする)からなる ABACBACデザインを用いた。BL l条件、
BL 2条件及びBL 3条件では、介入を実施せず歩道を通行する自転車及びバイクを観察した。
VP l条件及 VP 2条件では、警備員による言語プロンプ トのみ実施し、VP+VP l条件及びVP
+VP 2条件では、言語プロンプ トに加えて視覚プロンプ トを実施 し、歩道を通行する自転
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車及びバイクを観察 した。
3-2-2-4。手続き
ベースラインとプロンプ トの手続きは研究6と同様であり、視覚プロンプ トを実施する
際には、警備員は肩に “学内走行はやめましょう"と書かれたタスキを着用し、言語プロ
ンプ トを実施する際には、「学内の安全のために自転車/バイクから降りて駐輪場まで押し
て歩いて行って下さい」という声かけを歩道上を通行する自転車及びバイク利用者に対し
て実施した。
3-2-2-5。 標白勺行動
研究6と同様であった。
3-2-2-6.観察者間一致率
観察者間一致率を算出するためのセッションは、全セ ッションの47%である計 7セッショ
ンであり、各条件において必ず 1セッションが含まれるようにした。一致率の算出方法は
研究 7と同様であった。その結果、7セッションの一致率の平均値は、安全行動で 95%、車
両の種類で 97%、性別では97%であった。
3-2-3。 結果
Fig。22には、安全行動従事率 (%)の推移を示した。縦軸は、安全行動従事者率、すな
わち観察対象者のうち安全行動をとった対象者の割合を表している。横軸は、セッション
を表している。Fig。22を見ると、VP l条件及びVP条件2または、VPttVP l条件及びVP+
VP 2で安全行動従事者率が増加しており、ベースライン条件では減少していることが分か
る。各条件の安全行動従事者率の平均値は、BL l条件で 29%(範囲:9%から 46%)、VP l条
件で72%(範囲:60%から83%)、VP+VP l条件で55%(範囲:28%から82%)、VP 2条件で67%
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(範囲:63%から 71%)、VP+VP 2条件で 70%(範囲:48%から86%)であつた。VP l条件及び
VP 2条件の平均値は 70%、VP+VP l条件及び VP+VP 2条件の平均値は 64%、BL l条件、BL
2条件及び BL 3条件の平均値は 28%であった。なお、BL 2条件及び BL 3条件については、
1セッションしか実施していないため、平均値を算出していない。
これらの結果より、言語プロンプ ト単独でも安全行動従事者率は増加し、効果があるこ
とが確認された。また、研究6と同様にベースラインに移行すると、安全行動従事者率は
減少した。
車両の種類別及び男女別の各条件における安全行動従事者率 (%)を以下に示す。VP l条
件及びVP 2条件の安全行動従事者率は、自転車利用者で 69%、バイク利用者では74%であつ
た。VP+VP l条件及び VP+VP 2条件の安全行動従事者率は、自転車利用者で 59%、バイク
利用者では82%であつた。また、VP l条件及びVP 2条件の安全行動従事者率は、男性が64%
であり女性が 88%であつた。VP+VP l条件及び VP+VP 2条件の安全行動従事者率は、男性
が66%であり女性が59%であった。
3-2-4。考 察
言語プロンプ ト単独でも効果が確認された。また、言語プロンプ トに視覚プロンプ トを
付加 した条件においても安全行動従事者率が増加した。一方、研究協力者である警備員は
付近の駐輪場の整理業務も兼ねていたため、視覚プロンプ トを実施する条件において肩に
着用したタスキは、業務の支障になる場合もあると述べていた。また、視覚プロンプ トも
同時に実施した方が、歩道上の走行行動に対する取り組みを行っていることが周囲から見
て分かりやすいため、言語プロンプ トを提示しやすいということも述べていた。
研究7においても、バイクを押して歩く行動の方が、自転車を押して歩く行動と比べる
と反応努力をより多く要すると考えられ、安全行動従事者率に差異が見られることが予測
及び VP 2条件の安全行動従事者率は、自転車利用者とバイク利用者の間でほぼ差が見られ
なかつたが、VPttVP l条件及びVP+VP 2条件の安全行動従事者率では、バイク利用者の方
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が安全行動をとる利用者の割合が高かった。このような結果が得られた理由として、研究
6と同様にバイク利用者自体の数が少なく、データが変動しやすい状況にあつたことが挙
げられる。また、研究協力者である警備員が、自転車と比べて危険なバイクの走行行動に
対して、確実にプロンプ トを提示した可能性が考えられる。視覚プロンプ トを同時に提示
する方が、言語プロンプ トを提示しやすいという意見も得られたことから、視覚プロンプ
トと言語プロンプ トを同時に実施した際に、車両の種類別に安全行動従事者率が異なって
いた可能性が推察される。また、研究6と同じく、安全行動従事者率の性差についても検
討したところ、VP l条件及び VP 2条件の安全行動従事者率は、男性より女性の方が高いと
いう結果が得られた。この結果は、研究6で述べた Fletcher(1995)の結果に沿うも で
ある。ただし、研究6では性別による影響が確認されておらず、性別の影響については、
今後別の研究で検討することが求められる。一方、VP+VP l条件及び VP+VP 2条件の安全
行動従事者率については、ほぼ性差が見られなかった。これに関しても、車両の種類別の
安全行動従事者率の分析と同じく、女性の利用者が少なく、データが変動しやすい状況に
あつたことが原因の一つとして考えられる。
研究6及び研究7において、プロンプ トの有効性が確認されたが、プロンプ トという介
入手続きは、警備員などを配置するため、実施に要するコストが高い方法である。例えば、
フィー ドバックサイン (ee g.,Van Houten et ale,1980)や点滅標識 (Van wagner,Van
Houten,&Betts,2011)のように、警備員が不在でも実施でき、費用効率が高いと思われ
る手続きの有効性が確認されれば、実施に要するコス トがより低い方法を実施できる可能
性が広がると考えられる。
したがつて、研究8では、安全行動従事者率を自転車及びバイク利用者に対してフィー
ドバックするための記録公表手続きを用い、プロンプ トとともにその効果を検討する。
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3-3。研究8 プロンプ ト及び記録公表手続きが歩道上の走行行動に及ぼす効果 13
3-3-1. 序
研究6では、自転車及びバイク利用者の安全行動に対するプロンプ トと称賛のメッセー
ジの効果を検討 した。その結果、介入実施時に安全行動が顕著に増加 し、警備員によるプ
ロンプ ト及び称賛のメッセージが効果があることが実証された。また、研究 7では、言語
プロンプ ト単独でも効果が確認 された。 しかし、効果的な介入手続きであった一方、人的
資源の問題 もあり、継続的に実施することは困難であることも示唆 された。そのため、人
的資源が少ない場合でも実施できる介入手続きも必要とされる。そのような手続きの中で
も効果を上げているのが、記録公表手続きである。記録公表手続きは、不特定多数の人に
対 して、記録 された行動の結果についての数値等を公的にフィー ドバックする手続きであ
る。これまで記録公表手続きは、スポーツ場面 (BrObst&Ward,2002;Smith&Ward,2006;
Ward&Carnes, 2002)、 学を吏場易百罫 (Van Houten, Hill, &Parsons, 1975; Van Houten et al。,
2007)で効果を上げてきたが、交通問題に関連 した行動を対象 とした研究でも効果が実証
されている。特に、速度超過車両を対象 とした研究がこれまで多く行われ、記録公表手続
きの効果が確認 されてきた (e.g。,Van Houten,Nau,&Marini,1980)。研究8では、Van
Houten et al。(1980)の研究で用いられた記録公表手続きを参考に、介入を実施 した。 自
転車及びバイク利用者の安全行動を対象 とした研究 7で用いられたプロンプ トは、警備員
を歩道に配置 して声かけをさせるとい う方法であったが、記録公表手続きでは、看板を設
置 してデータを計測 し、看板に提示 される数値を変えるとい う手続きを行 うのみであり、
時間的なコス トと同時に人的資源も節約できる方法である。
これまで速度超過車両を対象 として記録公表手続きを適用 した研究においては、対象者
13本研究は以下の学術論文として刊行されている。
沖中武 (2012)。記録公表手続きとプロンプ トが自転車及びバイク利用者の歩道における
安全行動に及ぼす効果.行動分析学研究夕′/(1),16-28。
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である自動車の運転手は比較的低い反応努力を要する行動 (ブレーキングの動作をするこ
と、あるいはアクセルを緩めること)によって速度を抑制することができた。 しかし、本
研究で対象とした、自転車及びバイクから降りて押して歩く行動は、速度抑制のための動
作よりも比較的高い反応努力を要すると考えられる。研究8では、Van Houten et al。(1980)
で用いられた看板を参考にして記録公表手続きを実施し、速度の抑制といった行動よりも
反応努力を要する行動に対しても効果が見られるかについても検討する。
3-3-2。 方法
3-3-2-1。研究期間、場所及び状況
本研究は、2010年6月1日か ら2010年7月14日までの間、土 日祝 日を除 く平 日に実施
した。研究場所及び状況に関 しては、研究 6及び 7と同様であった。
3-3-2-2。観察対象者、研究協力者及び観察者
観察対象者、研究協力者及び観察者は、研究6及び7と同様であつた。観察は全20セッ
ション実施され、計460台の車両の利用者が観察対象となつた。
3-3-2-3。研究デザイン
ベースライン条件 (以下、BL条件とする)、 介入条件1(以下、Prpt条件とする)、 介入
条件2(以下、Prpt ttPP l条件とする)、 介入条件3(以下、PP l条件とする)、 介入条件
4(以下、Prpt+PP 2条件とする)、 介入条件5(以下、PP 2条件とする)からなる ABCDCD
デザインを用いた。BL条件では、介入を実施せず歩道を通行する自転車及びバイクを観察
した。Prpt条件では警備員によるプロンプ トのみ実施し、Prpt+PP l条件及びPrpt+PP 2
条件ではプロンプ トに加えて記録公表手続きを実施し、PP l条件及び PP 2条件では記録公
表手続きのみ実施し、歩道を通行する自転車及びバイクを観察した。
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3-3-2-4。手続き
ベースラインとプロンプ トの手続きは、研究6及び7と同様であった。
記録公表手続き Van Houten et al。(1980)で用いられた記録公表手続きを参考として、
記録公表を実施するための看板を作成し、歩道上 (Fig.23)に設置した (Photo 24)。看
板のサイズは縦 90cm×横 120cmであり、安全行動従事者率を示す部分には黄色の背景に黒
い数字を書いた札 (縦16cm×横 H.5cm)を掛けた。この看板では、当該セッションの1週
間前のセッションの安全行動従事者率を示した。また、割合を示した箇所の横には、適切
な行動を明示するために、人が自転車を押して歩いているシルエットを描いた。さらに、
看板の下部には当該セッションまでの安全行動従事者率の最高記録を示した。この箇所に
は、黒い背景に白い数字が書かれた札 (縦 10cm×横 7 cm)を掛けた。看板の数値を掛け替
える作業は、当該セッションの前日のセッション終了後に実施した。なお、この看板の前
方には、歩道上での走行をやめるように促す立て看板が本研究実施前から設置されていた
(Fig.23)。記録公表手続きを単独で実施した条件では、警備員は研究場所付近に配置され
ていたが、視覚プロンプ ト及び言語プロンプ トは実施されていなかつた。記録公表条件を
実施するにあたつて必要な手続きは著者と第2観察者が行つた。
3-3-2-5.標的行動
研究6及び 7と同様であつた。
3-3-2-6.観察者間一致率
観察者間一致率を算出するためのセッションは、全セッションの45%である計9セッショ
ンであり、各条件において必ず 1セッションが含まれるようにした。その結果、9セッシ
ョンの一致率の平均値は、安全行動で 93%、車両の種類で 96%、性別では94%であつた。
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Fig.23.研究場所の位置.赤色の長方形が研究場所を示している.矢印は観察地点,左側
の長方形と直線の組合せは記録公表手続きで用いられた看板の位置,その右側に
ある同様の図形は歩道上でバイクを押して歩くように促す看板の位置を示す。
青色の矩形は既存の駐輪場の位置を示し,それ以外の場所への駐輪は不法駐輪と
見なされていた。茶色の矩形は授業棟を示し, 薄茶色の矩形はグラウンドの位
置を示している。
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「饉 1
Photo 24.記録公表手続きの実施状況 .
3-3-2-7。社会的妥当性
研究終了時には、研究協力者である警備員に対 して本研究に対する評価を記入 させた。
その内容は、声かけ (プロンプ ト)あるいは看板の設置 (記録公表手続き)といった取 り
組みの効果はあつたか、歩道上の走行行為は減少させるべきか、声かけや看板の設置 とい
った方法は歩道上の走行行為への対応 として適切な方法であったか否かなどについて、“1。
全くそ う思わない"から “7。 とてもそ う思 う"の7件法で評価 させるものであった。 さ
らに、取 り組みに対する感想、自転車及びバイク利用者の反応、警備員が自転車及びバイ
ク利用者から聞いた歩道上を走行 してしまう理由 (研究実施期間中に警備員が自転車及び
バイク利用者 と会話をするなど何 らかのや り取 りがあつた場合のみ)、 取 り組みにおいて改
善すべき点について自由に記述させた。
翼与
轟 肇
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3-3-3. 結果
3-3-3-1.安全行動従事者率
Fig。25には、安全行動従事率 (%)の推移を示 した。縦軸は、安全行動従事者率、すな
わち観察対象者の うち安全行動をとった対象者の割合を表 している。横軸は、セッション
を表 している。Fig。25より、BL条件からPrpt条件にかけて安全行動従事者率が顕著に増
加 してお り、Prpt+PP l条件でさらに増加 していることが分かる。PP l条件では、Prpt十
PP l条件 と比較すると安全行動従事者率が減少 しているものの、BL条件 と比べると少 し高
いことが分かる。直後のPrpt+PP 2条件では、再び増加 し、PP 2条件では、減少 している。
各条件の安全行動従事者率の平均値は、BL条件で 24%(範囲:19%から 28%)、Prpt条件で
72%(範囲:61%から79%)、PrptttPP l条件で88%(範囲:81%から96%)、PP l条件で41%(範
囲:34%から45%)、PrptttPP 2条件で86%(範囲:83%から92%)、PP 2条件で30%(範囲:13%
から45%)であった。また、Prpt条件の平均値は 72%、PrptttPP l条件及び Prpt+PP 2条
件の平均値は 87%、PP l条件及び PP 2条件の平均値は 35%であつた。
これ らの結果から、プロンプ トと記録公表手続きを併用 した場合に最も安全行動従事者
率が高いことが分かつた。また、プロンプ ト単独の効果も再現された。記録公表手続きに
関しては、一定の効果があることが確認 された
車両の種類別及び男女別の各条件における安全行動従事者率 (%)を以下に示す。Prpt条
件の安全行動従事者率は、自転車利用者で 76%、バイク利用者では44%であつた。Prpt+PP
l条件及び Prpt+PP 2条件の安全行動従事者率は、自転車利用者で 90%、バイク利用者で
は64%であった。PP l条件及び PP 2条件の安全行動従事者率は、自転車利用者で 37%、バイ
ク利用者では29%であった。また、Prpt条件の安全行動従事者率は、男性が 72%であり女性
が 77%であった。Prpt+PP l条件及び PrptttPP 2条件の安全行動従事者率は、男性が 81%
であり女性が 93%であった。PP l条件及びPP 2条件の安全行動従事者率は、男性が 34%であ
り女性が 36%であった。
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3-3-3-2。社会的妥当性
社会的妥当性の指標 として、研究協力者である7名の警備員から得 られた本研究の介入
手続き (プロンプ ト及び記録公表手続き)に対する評価結果を示す (Table 2;Table 3)。
まず、 7件法で評価 させた項 目の中で比較的得点が高かつた項 目は、“歩道上での走行行為
が減少することは重要である"、 “今回の取 り組み (プロンプ ト)がなければ歩道上の走行
行為を減少 させることは難 しかつた"、 “今回の取 り組みのように歩道上の走行行為の禁止
を学生に周知する必要があつた"“今回の取 り組み (プロンプ ト及び記録公表手続き)は警
備員にとって負担であった"、 “自転車 0バイク利用者が、大学内で車両を押 して歩 くこと
は重要である"であつた。比較的得点が低かった項 目は、“今回の取 り組み (プロンプ ト)に
よって警備員による歩道上の走行行為への対応の負担が減った"、 “今回のような取 り組み
(プロンプ ト)を、今後も続けていって欲 しい"であつた。そして、自由記述から得 られた
評価には以下のものがあった。取 り組み全体に対 しては、声かけを実施 している時には安
全行動をとる自転車及びバイク利用者が多かった、とい う意見が数名から得 られた。 自転
車及びバイク利用者の反応 として、声かけに対 して無視をする者、自転車及びバイクから
しぶ しぶ降 りる者がいたとい う回答が得られた。また、自転車及びバイク利用者が歩道上
を走行 してしまう理由として、目的地に早く着くため、押 して歩くのは疲れるとい う意見
が自転車及びバイク利用者から得 られたとい うことであった。この取 り組みにおいて改善
すべき点としては、警備員のみではなく大学がより力を入れて歩道上の安全行動を増加 さ
せるための施策を実施するべきであるとい う点が挙げられた。
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Table 2
プロンプ トに関する社会的妥当性質問紙の結果 ω =7)
質問項目 平均値
1.歩道上での走行行為が減少することは重要である。                        6.0
2。 今回の取り組みがなければ、歩道上の走行行為を減少させることは難 しかつた。           5。9
3。 今回の取 り組みは、歩道上の走行行為を減少させるための方法として好ましいものだつた。      3.6
4。 今回の取 り組みによって、警備員による歩道上の走行行為への対応の負担が減った。         2.4
5。 今回の取り組みは、歩道上の走行行為の減少のための取り組みとして納得のいくものだつた。     3.6
6。 今回の取 り組みは、歩道上の走行行為の減少に効果があつた。                   5。1
7。 今回の取 り組みは、満足できるものであった。                          3.3
8。 今回の取 り組みは、歩道上の走行行為を減少させるための方法として公正なものだつた。       3.1
9。 今回の取り組みは、歩道上の走行行為への対応として納得のいくものだった。            4.1
10。 今回の取 り組みのように、歩道上の走行行為の禁止を学生に周知する必要があつた。         5。7
H。 今回の取り組みがなければ、歩道上の走行行為を減少させることは難しかった。           4.9
12。 今回の取り組みは、学生に対 して悪影響を及ぼすことはなかった。                 4.3
13。 今回の取 り組みの中で用いた方法 (声かけ)はよかつたと思 う。                   5。0
14。 今回の取り組みは、警備員にとつて負担であった。                         5.6
15。 今回のような取 り組みを、今後も続けていって欲しい。                      2.4
16。 今回の取り組みは、自転車・バイクを押 して歩かせるための取り組みとして納得のいくものだった。  4.1
17。 今回の取り組みは、自転車・バイク利用者のモラル向上に効果があつた。              4.3
18。 自転車・バイク利用者が、大学内で車両を押して歩くことは重要である。              5。7
19.全体的に、今回の取 り組みは学生にとつてためになるものだった。                 4.6
Table 3
記録公表手続 きに関する社会的妥当性質問紙の結果 (〃=7)
質問項目 平均値
1.今回の取り組みがなければ、歩道上での走行行為を減少させることは難 しかった。          4.7
2。 今回の取り組みは、歩道上の走行行為を減少させるための方法として好ましいものだつた。      4.9
3。 今回の取 り組みによつて、警備員による歩道上の走行行為への対応の負担が減った。         3.1
4。 今回の取 り組みは、歩道上の走行行為の減少のための取り組みとして納得のいくものだつた。     3.6
5。 今回の取 り組みは、歩道上の走行行為の減少に効果があつた。                   3.7
6。 今回の取り組みは、満足できるものであった。                          3.1
7。 今回の取り組みは、歩道上の走行行為を減少させるための方法として公正なものだつた。       3.4
8。 今回の取り組みは、歩道上の走行行為への対応として納得のいくものだった。            3.5
9。 今回の取 り組みがなければ、歩道上の走行行為を減少させることは難しかつた。           3。7
10。 今回の取り組みは、学生に対して悪影響を及ぼすことはなかった。                 3.9
H。 今回の取り組みの中で用いた方法 (看板の設置)はよかつたと思う。                 5.0
12.今回の取り組みは、警備員にとつて負担であつた。                        5,7
13。 今回の取 り組みは、自転車・バイクを押して歩かせるための取り組みとして納得のいくものだった。  4.0
14。 今回の取り組みは、自転車 0バイク利用者のモラル向上に効果があった。              4.4
15。 全体的に、今回の取 り組みは学生にとってためになるものだつた。                 4.3
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3-3-4。 考察
研究8では、安全行動に対する記録公表手続き及びプロンプ トの効果を検討 した。その
結果、プロンプ トの効果が確認 され、研究6及び7を支持する結果が得 られた。一方、記
録公表手続きについては、プロンプ トと記録公表手続きを併用 した条件に比べると安全行
動従事者率が低いものの、BL条件における安全行動従事者率を上回つてお り、記録公表手
続き単独でも一定の効果があつたことが示唆 された。また、プロンプ トと記録公表手続き
を併用 した場合に、プロンプ トを単独で実施 した条件の安全行動従事者率を上回つてお り、
両手続きを併用 した場合、安全行動に対 してより効果があることが明らかとなった。
記録公表手続きを実施 したセッションと比較すると、プロンプ トを実施 したセ ッション
の方がより安全行動従事者率が高く、顕著な効果が確認 された。 しかし、プロンプ トを提
示することは、警備員の配置を必要とするなど経済的コス トが高い方法である。また、本
研究実施中に、バイクが警備員のいる方向に走行 してくるとい う危険な事象が報告 されて
いる。これ ら経済的コス トと介入実施の際の安全性を考慮すると、記録公表手続きは実施
に際 して警備員などの配置を必要としないことから、経済的コス トが低 く、安全性の高い
方法であると考えられる。 これ らの点を鑑みると、記録公表手続きのみ実施 したセ ッショ
ンでも一定の効果が確認 されたことは、自転車及びバイク利用者の安全行動を生起させる
ための方法を検討する上で、有用な結果であると考えられる。ただし、安全行動 と比較 し
て行動に要する反応努力が低いと考えられる速度超過車両に関する研究 と比べると効果は
限定的であった。また、研究デザインの性質上、記録公表手続き単独の効果を明確に示す
ことができたとは言い難い。PP l条件では、BL条件 と比較 して安全行動従事者率が高くな
つているが、これは直前のPrptttPP l条件の持ち越 し効果であつた可能性が否定できない。
また、PP 2条件も PrptttPP 2条件に続いて実施 してお り、安全行動従事者率の変動も大き
く、持ち越 し効果があつた可能性もあり、効果は明確ではない。一方、研究6において、
プロンプ ト実施後のベースラインにおいて、安全行動従事者率が急激に減少 してお り、プ
ロンプ ト導入による後続するフェイズヘの持ち越 し効果があった可能性については低いと
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いうことも考えられる。今後は、記録公表手続き単独の効果についてより厳密に検討する
ために、記録公表手続きを実施する条件の後に再度ベースラインを実施するなど研究デザ
インを変更した上で、安全行動従事者率の変化について検討する必要がある。
速度超過車両を対象として記録公表手続きの効果を検討した Van Houten et al。(1980)
は、その効果について、自動車運転手の行動が看板に明示された速度遵守車両の割合の増
加によつて強化されていたという可能性、通常の速度制限の標識よりも強い先行事象とし
て運転手の行動を制御したという可能性について言及している。記録公表手続きを実施し
たセッションにおいて、看板の直前で降車する者が観察されており、先行事象として機能
した可能性はあるが、毎セッション同じ者が自転車あるいはバイクを利用し、研究対象と
した場所を通行していたかどうかは確認できておらず、記録公表のために用いた看板がど
のような機能を果たしていたかに関しては、本研究の結果から述べることはできない。こ
の点を検討するためには、研究対象とした場所を通行する個々人の行動を識別 し、介入に
対する個々人の行動の変化を観察すること、あるいは通行する個々人に対して調査を実施
することが必要である。
記録公表手続きに用いた看板は、通行者の注意を惹くために黄色と黒色で着色されてい
た。そのため、何らかの施策が実施されていることを示唆する先行事象として看板が機能
し、看板を設置すること自体に効果があつた可能性も否定できない。したがって、安全行
動従事者率の数値が掲示されていない条件、着色された看板を設置する条件などを設けて、
記録公表手続き自体の持つ効果をより詳細に検討することも考えられる。さらに、本研究
ではセッション数が少なかったため検討していないが、記録公表手続きを実施する際に看
板に提示する数値を実験的に操作して、記録公表手続きに関する三項随伴性について検討
することも可能であると考えられる。例えば、Roquё&Roberts(1989)は、速度超過車両
に対する記録公表手続きの効果を検討する際、不正確であるが高い数値または実際に計測
した数値を看板に提示し、それぞれの手続きの効果を検討している。本研究では、ほとん
どのセッションで高い数値が看板に提示され、低い数値が提示されるセッションは少なか
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った。そのため、看板上の数値の変化が、自転車及びバイク利用者の安全行動の生起にど
のような影響を及ぼすのかを検討できていない。 したがって、記録公表手続きを用いる際
にどのような随伴性が機能 しているのかを明らかにするためにも、この点に関して検討す
ることも必要である。
車両の種類別の安全行動従事者率に関しては、研究7では自転車利用者 とバイク利用者
の間で差が見られなかったが、本研究では各介入条件において自転車利用者の安全行動従
事者率の方がバイク利用者よりも高いとい う結果が得 られた。これは、バイクを押 して歩
くことよりも自転車を押 して歩くことの方がより反応努力が低かったために得 られた結果
と考えられる。本研究と研究 7の間で違いが見られた点に関しては、プロンプ トの効果が
関連 している可能性が考えられる。本研究における車両の種類別の安全行動従事者率は、
プロンプ ト条件 とプロンプ ト及び記録公表条件においては大きく異なり、特にバイク利用
者で従事者率が低 くなっているが、記録公表条件では、どちらの車両の場合でも従事者率
が小 さくな り、車両の種類による差も小さくなつている。一方、研究7では、車両の種類
別の安全行動従事者率に大きな差は見られず、自転車利用者においてもバイク利用者にお
いても高い従事者率となつている。これ らの点から、特にプロンプ トを提示 した条件にお
いてバイク利用者の安全行動従事者率が自転車利用者の安全行動従事者率より低かったこ
とについては、反応努力の差異とプロンプ トに対する一種の馴化が生 じた可能性あるいは
ある種の介入厳密性の低下が複合的に関連 していることが示唆される。安全行動従事者率
の性差に関しては、各介入条件において女性の安全行動従事者率が男性のそれよりも高い
とい う結果が得 られた。特に、プロンプ ト及び記録公表条件では、男女それぞれの安全行
動従事者率が 81。5%と92.7%であり、女性の方が 10%ほど高かった。障害者用駐車スペース
における違法駐車を標的とした Fletcher(1995)では女性の方が提示されたルールに従 う
(違法駐車をしないこと)傾向が強いことが示されてお り、本研究ではそれを支持する結果
が得 られた。ただし、車両の種類による差異及び性差に関しては、バイク及び女性が相対
的に少ないとい うデータの偏 りがあり、本研究の結果から強く指摘することはできない。
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続いて、本研究の協力者である警備員から得られた本研究に対する評価について述べる。
プロンプ トについて7件法で評価させた項目の中で、得点が比較的高かった項目は、警備
員にとつて負担であつたという項目、安全行動を生起させることの重要性に関する項目と
今回の取り組みがなければ走行行為を減少させることは難しかったという項目であつた。
また、比較的得点が低かつた項目は、警備員の負担が減ったという項目と今回のような取
り組みを今後も続けていって欲 しいという項目であつた。さらに、自由記述ではプロンプ
トの効果が見られたことが述べられていた。これらのことから、大学キャンパス内の歩道
上で自転車あるいはバイクから降車し、押して歩くことは重要なことであり、今回の取り
組みに対しても一定の好意的な評価はしているが、プロンプ トのような方法には負担を感
じていたことが分かった。記録公表手続きに関しては、警備員にとつて負担であつたとい
う項目において比較的得点が高かつた。これは、記録公表手続きは研究者によつて実施さ
れていたが、記録公表条件においても警備員が配置されていたことから、実質的に警備員
の負担はそれほど減ることがなかったということが考えられる。また、その他の自由記述
から得られたデータより、自転車及びバイク利用者は、車両を押して歩くことを物理的、
時間的にコス トの高い行動であると感じていることも分かった。さらに、本研究で使用し
たような、大きく目に入りやすい看板を設置するべきであるという意見も得られた。以上
のような評価が警備員から得られた一方で、大学の担当部局からは、実施した施策の効果
を定期的に測定したデータで確認することができたこと、プロンプ トだけではなく記録公
表手続きで用いた看板も一定の効果を上げたことに関して非常に好意的な評価をしており、
今後も本研究のような取り組みを継続して実施して欲しいという意見が得られた。
3-6。本章の結果のまとめ
研究6では、プロンプ ト及び称賛のメッセージの提示の効果が検討された結果、介入実
施時に安全行動が顕著に増加 した。また、研究7では、研究6で用いたプロンプ トを構成
する言語プロンプ トと視覚プロンプ トの うち、言語プロンプ ト単独の効果を検討 した。そ
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の結果、言語プロンプ ト単独でも安全行動が増加 した。研究8では、安全行動をとつた者
の割合を提示する記録公表手続きとプロンプ トの効果を検討 した結果、研究 6と同様にプ
ロンプ トの効果が確認 された。記録公表手続きについては、プロンプ トほどではないが、
一定の効果は確認 された。
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4。 総合考察
4-1.駐輪行動に対する応用行動分析学に基づくアプローチ
4-1-1.結果のまとめと考察
研究1から5では、駐輪行動を対象として応用行動分析学に基づくアプローチの効果を
検討した。研究1から3においては、点字ブロックがない場所における放置駐輪に対する
介入の効果を検討 した。研究1及び2では、フィー ドバックポスターと視覚プロンプ トの
効果を検討し、研究3では、写真付きポスターと視覚プロンプ トの効果を検討した。その
結果、研究 1において、フィー ドバックポスターと視覚プロンプ トを併用した場合に、放
置駐輪台数が減少した。一方、介入の実施順序を変更し、視覚プロンプ ト単独の効果を検
討した研究2では、介入の効果は見られなかった。その理由として、ある種の床効果が生
じた可能性あるいは放置駐輪の常習者の存在が考えられたため、研究3では、通行の困難
さという放置駐輪行動によつて生じる結果を、数値と比べてより分かりやすく提示できる
写真付きポスターによつて示したが、介入の効果は見られなかつた。そこで、ポスターの
設置といつた比較的穏やかな方法のみでは、常習者の行動を変容させることが困難である
と考えられ、研究4においては、大学側が実施した撤去施策の効果を検討した。その結果、
放置駐輪行動の防止に大きな効果があることが確認された。ただし、撤去施策といった方
法のみでは、放置駐輪問題を根本的に解決していくことは難しく、放置駐輪行動の代替行
動として適切な駐輪行動をとる者を増加させることも必要であると考えられた。したがつ
て、研究5では、適切な駐輪行動として、駐輪場利用行動を取り上げ、駐輪場情報の提供
が駐輪行動に及ぼす効果について検討したが、研究5で用いた駐輪場情報の提供という方
法では、駐輪場利用台数は増加しなかった。
研究1から研究3の結果より、放置駐輪行動に対してフィー ドバックやプロンプ トが一
定の効果を持つことが明らかとなつた。特に、研究1において、フィー ドバックやプロン
プ トを同時に導入した場合に放置駐輪台数が減少した。しかし、研究2においては同様の
方法を導入 した条件を実施したにもかかわらず、放置駐輪台数は減少しなかつた。また、
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写真によつて行動の結果をより直接的に提示するポスターとプロンプ トを同時に導入 した
場合にも、放置駐輪台数の減少は確認されなかった。これら3つの結果から、介入効果は、
研究実施時の放置駐輪台数によつて異なる可能性があることが示唆された。具体的には、
研究1においてはBL l条件において放置駐輪台数が多く、その後FB+Prpt条件において放
置駐輪台数が減少した。ただし、研究2及び研究3では、ベースライン条件 1における放
置駐輪台数が研究1のBL l条件の水準と比べると少なく、介入による明確な効果が確認さ
れなかつたということである。今後は、放置駐輪台数が多い場所において、フィー ドバッ
クポスターやプロンプ トの効果がどの程度見られるかを検討することが必要である。
研究4の結果より、大学側が撤去施策を実施してから急激に放置駐輪台数が減少したこ
とが明らかとなった。さらに、撤去施策実施後も、放置駐輪台数が減少したまま、維持さ
れていることが明らかとなった。しかし、研究4は、大学キャンパス内で実施しており、
年度が変わると自転車利用者が変わることも十分に考えられ、新年度になると撤去施策の
効果が消失することも考えられる。そのため、定期的に撤去施策を実施することが効果を
維持していくためには重要であると考えられる。撤去施策の実施によつて急激に放置駐輪
がなくなるという、いわゆる即時強化が生じるからこそ、自治体などは撤去施策を頻繁に
用いていると考えられ、本研究を実施した大学においても撤去施策を継続して実施してい
くであろうと考えられる。このように、撤去される側がさらされる随伴性だけではなく、
撤去する側がさらされる随伴性を検討することも、放置駐輪問題の解決に向けて必要なこ
とである。研究5では、駐輪場の情報をビラやポスターによつて提供したが、駐輪場利用
者数が増加することはなく、研究協力者である警備員から得た社会的妥当性に関する評価
より、駐輪場の利用台数を増加させることは重要であるという点において、研究者及び大
学の担当部局と考えが一致していたが、介入については、ほとんど効果がなかつたという
意見が多く得られた。一方で、大学の担当部局からは効果は確認されなかったにも関わら
ず、取り組みに対して好意的な評価が得られた。そのことは、研究5終了以降に、担当部
局の施策に対して提案できる機会を得られたことが示している。その1つとして、放置駐
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輪防止のためのビラのデザインを提案することができ (Fig.26)、実際に新たなデザイン
のビラが放置車両に対して貼付されることとなつた。また、研究6以降を実施する際に協
力を取り付けることができた。このように、研究を実施する上で研究者と担当者にどのよ
うな随伴性が機能しているのかを分析することも、フィール ドで研究を行つていくために
は必要な点ではないだろうか。
―
―
―
?
?
Fig.26.放置自転車に対して貼付したビラのデザイン.
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4-1-2。今後の展望
今後の課題として、フィー ドバックポスターをより広い範囲で実施して、効果を検討す
ることが考えられる。本研究は、大学キャンパス内の一部の範囲で行われており、放置駐
輪台数自体が少なく、通行が困難であると明確には言えない状況であつた可能性があるか
らである。放置駐輪行動によつて通行人に迷惑が生じるため、他の場所に駐輪するという
ことが仮にあつたとしても、このような状況では、他者の迷惑という結果が生じる可能性
が低いため、駐輪行動に変化が見られない可能性が十分に考えられる。また、適切な駐輪
行動をとった時に、より大きな結果を随伴させることも必要かもしれない。長谷川 (1996)
は、バイク駐車行動の改善がうまくいかない理由として、正駐車をするという行動に対し
て本質的に随伴するはずの結果 (静寂や交通安全)があまりに小さすぎ、低頻度であると
いうことを述べている。本研究においては、駐輪場情報提供のためのポスターに、駐輪場
に駐輪すると安全であり、雨が降っても濡れないなどの駐輪場利用行動に随伴する結果を
示したが、このようなルールが確立操作としては機能せず、駐輪場利用行動を自発させる
には至らなかつたのではないかと考えられる。
他の介入方法の効果を実証的に検討することも考えられる。研究ではないが、本研究の
ように環境要因を操作して、駐輪行動を変容させようとするユニークな試みが行われてい
る。全国で最も放置自転車が多い大阪市では、2010年11月に、違法駐輪追放を訴える小学
生の描いた絵をシー トにして路面に貼る試みを一部地域で始めたところ、放置が激減した
(阿部,2012)。具体的には、2010年H月、駅周辺の歩道に、特殊なシー トに加工した絵を
100枚貼った結果、貼る前の月にそれぞれ 68台、71台だった放置自転車が、23台と30台
になり、20H年1月は、9台、34台になったとされている。同様の取り組みは、西宮市内
でも行われていることが確認されている。このような施策は、実際に放置駐輪行動の抑止
に貢献することに加え、小学生の駐輪行動にも良い影響を与える可能性がある。また、よ
り広く捉えれば、自らの住む街をより安全で住みよい街にしていこうという考えを芽生え
させることにもつながると考えられる。従来の放置自転車の撤去施策のような施策と毛色
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の異なるこのような施策の効果をより意欲的に実施していくことが期待される。
4-2.歩道上の走行行動に対する応用行動分析学に基づくアプローチ
4-2-1.結果のまとめと考察
研究6から8では、歩道上の安全行動を対象 として、応用行動分析学に基づ くアプロー
チの効果を検討 した。研究6から8ではそれぞれ、プロンプ トと称賛のメッセージの効果、
視覚プロンプ トと言語プロンプ トの効果、プロンプ トと記録公表手続きの効果が検討 され
た。その結果、研究6において、プロンプ トと称賛のメッセージを提示 した場合に、安全
行動従事者率が増加 した。研究6では、言語プロンプ ト単独の効果が検討できていなかつ
たため、研究デザインを変更 して、研究 7を実施 した結果、言語プロンプ ト単独でも、視
覚プロンプ トを同時に実施 した場合に匹敵する効果が確認 された。研究8では、警備員の
配置よりもコス トが低い記録公表手続きの効果及びプロンプ トの効果を検討 した。結果、
プロンプ トの効果が確認 され、研究6及び 7を支持する結果が得 られた。一方、記録公表
手続きを実施 したセッションでは、プロンプ ト実施時と比べると低いものの、ベースライ
ン条件の安全行動従事者率を上回つてお り、記録公表手続き単独でも一定の効果があった
ことが示唆 された。研究協力者である警備員より得た社会的妥当性に関する評価からは、
走行行動を減 らすことは重要であるとい う点において、研究者及び大学の担当部局 と考え
が一致 している一方、プロンプ トが警備員にとつて負担 となる方法であるとい う意見が得
られた。今後介入方法を検討する際には、この考えの差異を考慮する必要もあると考えら
れる。
これ らの研究より、プロンプ トは歩道上の走行行動に対 しても効果があることを示 され
た。ただし、プロンプ トがどのような三項随伴性の要素となっていたのかは明らかとなつ
ていない。プロンプ トの要素の中でも特に言語プロンプ トは、安全行動を生起 させるため
の先行事象 と見なされているが、歩道上での走行行動に対する嫌悪的な結果事象であつた
とい う可能性もある。この点を検討するためには、歩道上を走行する車両の利用者に対 し
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て声かけを実施するのではなく、駐輪場で自転車あるいはバイクにこれから乗ろうとして
いる者に対して声かけを実施し、その直後の行動を観察するなどの手続きをとる必要があ
ると考えられる。また、言語プロンプ トが与えられる前に警備員の姿を見るだけで安全行
動をとるという事例が観察されたことが警備員から得られた回答により分かつた。これは、
視覚プロンプ ト (肩に掛けられたメッセージ付きのタスキ)及び警備員の存在が、安全行
動の先行事象として機能していた可能性を示唆している。
研究8では、警備員によるプロンプ トのみ実施したフェイズで安全行動従事者率がおよ
そ 70%であったが、先行研究である研究7における同条件では、80%を上回つていた。この
結果が得られたのは、研究6及び7が行われた時期から一定の期間が経過し、その間もプ
ロンプ トが継続的に提示されることによつて、警備員が提示するプロンプ トに対して一種
の周‖化が生じた可能性が考えられる。この可能性をさらに検討するためには、プロンプ ト
を長期間に渡つて継続的に提示した結果、安全行動従事者率がどのように変化していくか
を調べることが必要である。また、プロンプ ト単独の効果が減少した可能性については、
ある種の介入厳密性の問題も関係 していると考えられる。すなわち、介入開始当初は研究
者が意図した介入手続き (すなわち、プロンプ ト)を、警備員が的確に遂行できていたに
もかかわらず、時間の経過によつてそれが変化していつたという可能性である。このよう
な変化は、実際の介入実施場所の状況によつて生じるため、避けることが困難であった。
一方、本研究と同様に声かけといつた言語プロンプ トを用いた他の研究 (e.g。,Engerman
et ale,1997)と比較して、本研究におけるセッション数は少なく、介入厳密性の低下の
可能性は低いと考えることもできるが、警備員のプロンプ トの内容を記録していなかつた
ため、やはり介入厳密性が低下した可能性は否定できない。研究期間の途中に介入によつ
て生じる変化 (特に、安全行動従事者率の変化)を警備員にフィー ドバックすることなど
によつて、意図した介入手続きをできるだけ維持させ、介入厳密性を高めることは可能で
ある。さらに可能であれば、警備員のプロンプ トを複数のセッションからサンプリングし
てその内容を精査することを通して、介入厳密性の指標とすることも必要である。
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本研究では、研究者によつて記録公表手続きが実施されたが、今後交通問題に対してこ
の手続きを適用していくためには、考慮すべき点がある。それは、手続きを誰が実行する
かという問題である。看板の設置、数値の付け替え、データの測定といった作業を研究者
自身が行 う場合、およそ1時間が必要であり、警備員を終日配置することと比較するとコ
ス トは低い。しかし、この手続きを広く適用する場合にはより多くの人的資源を必要とす
ることになり、また厳密に行動を観察するためのスキルを訓練する必要もある。この問題
を解決する案としては、記録公表手続きにかかる作業を自動化する可能性が考えられる。
例えば、速度超過については、一定の区間を通過する車両の速度を測定装置等で自動的に
測定し、速度遵守車両の割合などを道路上に設置された電光掲示板等に提示するという方
法も可能であると考えられる。本研究で標的行動とした自転車及びバイク利用者の安全行
動について、生起したか否かを自動的に記録する方法は今後検討する必要があると考えら
れるが、記録した結果から算出される安全行動従事者率を歩道などに設置した看板に提示
することができれば、介入手続きを自動化することが可能である。このような方法を用い
ることができれば、記録装置や看板を設置するための費用及び記録装置や看板を維持する
費用が必要ではあるが、手続きの導入に伴 う人的資源や観察スキルの必要性は高くないと
考えられる。
4-2-2.今後の展望
大阪市建設局 0国土交通省大阪国道事務所 (20H)によれば、20H年の秋に、メインス
トリー トである御堂筋 (国道 25号)で歩行者 との接触事故を防ごうと、自転車利用者に歩
道を押 して歩くよう呼びかけた社会実験で、自転車を降りた人は 100人あた り6人にとど
まつたとされている。御堂筋では車道の側道部分について自転車専用 レーン化を求める声
が地元で出ているが、渋滞が多発する恐れがあり、市は自転車のマナー向上で問題解決が
可能かを探るために社会実験を実施 したとのことである。具体的には、20H年9月下旬か
ら約 1か月間、淀屋橋一難波西日間 (3キロ)で職員 らが啓発 ビラ 10万枚を配 り、自転車
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で走行中の人たちに押し歩きを求めた。その結果、要請に応じたのは 1649人中106人(6。
4%)だけであり、職員の前では降りても離れると再び乗る姿も目立ったということである。
本研究では、プロンプ トの実施により、自転車あるいはバイクを降りて押して歩いた人数
が顕著に増加 した。大学キャンパス内で行った本研究と、市街地で行う社会実験では、同
じフィール ド実験と言えど、いくつか異なる点があると考えられる。まず、観察対象者と
取組み実施者の関係性が異なる。本研究では大学生が対象であり、取組みの実施者は大学
であり、比較的関係性が強いと考えられる。一方、市街地でのフィール ド実験では、対象
者が一般市民で、取組みの実施者は自治体であり、大学生と大学という関係と比較すると
関係性は弱いと考えられる。このことが、同じような介入を実施した場合でも効果に差異
が見られた1つの理由として考えられる。次に、自転車利用者の走行距離が異なる可能性
が挙げられる。本研究では、大学内で自転車を押して歩いても、駐輪場までせいぜい数十
メー トルであるが、上記の社会実験においては、自転車利用者の目的地が遠く、自転車を
押して歩くには大きな反応努力を要することが考えられる。また、自転車利用者は、目的
地まで自転車に乗つていくことを前提として行動の計画を立てていると考えられ、押して
歩くと行動の計画に大きなずれが生じるため、声かけに従 う者が少なかつたということが
考えられる。一方、プロンプ ト (声かけ)の方法が本研究とは異なっていたという可能性
も考えられる。本研究では、“学内の安全のために自転車/バイクから降りて駐輪場まで押
して歩いて行って下さい"という具体的で、よリポジティヴな声かけを実施したが、社会
実験では異なっていた可能性がある。応用行動分析学に基づくアプローチでは、自転車利
用者に対する聴き取り調査や現場での行動観察などを通じて、押し歩き行動や走行行動を
生起または維持させている随伴性を分析し、どのような環境操作を行えば、押し歩き行動
が増加するか、あるいは走行行動が減少するかを考える。このようなアプローチから再度
社会実験を行い、介入の効果を積極的に検討していくことが重要である。
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4-3。交通問題に対する応用行動分析学に基づくアプローチ
本研究では、自転車にまつわる事故に関係する交通問題として放置駐輪問題と歩道上の
走行問題を取り上げ、自転車関連事故の防止、ひいては自転車利用環境の改善に資するた
めの1つのアプローチとして応用行動分析学に基づくアプローチを提案し、その効果を検
討した。放置駐輪問題については、フィー ドバックポスターや視覚プロンプ トといつた比
較的実施に要するコス トが低い方法を用い、一定の効果が確認された。放置駐輪問題解消
のための1つの新しい方法論として、応用行動分析学に基づくアプローチの有効性を示し
た点において、本研究の結果は有用であると考えられる。また、歩道上の走行行動という
近年注目されている問題を、心理学という分野で初めて取り上げた研究として、また、プ
ロンプ トや記録公表手続きといった応用行動分析学に基づくアプローチの有効性を示した
研究として、本研究は有用である。
本研究のようなコミュニティを対象とした研究では、個人の継時的な行動の変化を観察
するわけではなく、得られたデータは、不特定多数の人間の行動の結果を示すことになる。
このことから、どのような随伴性が誰に対して機能しているのか明らかにすることができ
ないという点がコミュニティを対象とした研究の課題として挙げられる。今後は、質問紙
調査や聞き取り調査などにより、多くの人に機能している随伴性がどのようなものなのか
をアセスメントし、コミュニティの成員のうち多数の成員に対して有効な介入手続きを実
施していくことが必要である。個人を識別することができなくとも、アセスメント方法を
工夫することで、応用行動分析学に基づくアプローチをコミュニティの問題に適用するこ
とは十分に可能であると考えられる。
序論でも述べたが、交通問題に対して応用行動分析学に基づくアプローチを適用した研
究は、海外で多く行われているものの、我が国においてはほとんど存在しない。今後も本
研究のような研究が多く実施され、その際には地方自治体、関係省庁、民間団体等と協力
し、様々なフィール ドにおいて介入手続きの効果を検証していくことが期待される。
100
References
阿部清一 (2012).放置自転車の問題 と対策の先進事例.循環とくらし′ θ,46-51。
明石美紗子 (2008).自転車交通.学生法政論集′ ′,49-63。
Alberto, Po A。, &Troutman, A.C。(1999)。 AppゴゴθごBeha/ゴοr И″′ゴ」/sゴs/br乃∂θ力θrs(5
th ed。).Upper saddle River,N」:PrentiCe一Hall.佐久間徹・谷晋二・大野裕史 (訳)
(2004).はじめての応用行動分析.大阪:二瓶社 .
新たな自転車利用環境のあり方を考える懇談会 (2007).これからの自転車配慮型道路に
おける道路空間の再構築に向けて一歩行者 と自転車の安心と安全を守るために一.新た
な自転車利用環境のあり方を考える懇談会 2007年月5日
<http://wwwo mlit.go.jp/road/ir/ir一c unci1/bicycle_environ/1asto pdf〕>(2011 1「
2月9日)
Arnold, Mo L., & Van Houten, R。 (2011). Increasing following headway with prompts,
goal setting, and feedback in a driving simulator. ノθ
“
∂ゴ θf Appゴゴθσ Beha/ゴθr
И″∂ゴ/sゴ島 イ4 245-254.
Austin, 」。, Alvero, A. M., & 01son, R。 (1998). Prompting patron safety belt use at
a restaurant. ノb“∂ゴ θ/P Appゴゴθグ」θθ乃∂/ゴθr И″∂ゴ/sゴs, θゴ, 655-657.
Austin, J., HaCkett, S。, Gravina, N。, &Lebbon, A. (2006)e The effects of prompting
and feedback on drivers' stopping at stop signs. ノb″F″′ゴ ο/つ AppゴθどBeh∂/ゴοr
/″∂ゴ/sゴ島 θ2 117-121。
Brehm, Jo W. (1966).動θory θf ρs/θ力οゴοgi θ∂ゴrθ∂θι∂″θθθ New York: Academic Press。
Brobst, B。& Ward, P。 (2002). Effects of public posting, goal setting, and oral
feedback on the skills of female soccer players。ノθ囲 ∂ゴ ο/P Appゴゴθσ Beh∂/ゴθr
И″∂ゴ/sゴ島 θa 247-257.
Cialdini, R. B。, Reno, R. R., &Kallgren, Co A. (1990). A focus theory of normative
101
conduct: Recycling the concept of norms to reduce littering in public places.
ノb卿∂ゴ οf Pers"∂ゴゴι/ ″ごSθθゴ∂ゴ Psyc力θゴθ到, a& 1015-1026.
Clayton, M. C。, &Helms, Bo P. (2009). Increasing seat belt use on a college campus:
An evaluation of two prompting procedures. ノbυr″∂ゴθf ИρβゴゴθごBeha/1οr И″∂ゴ/sゴ島
イス 161-164。
Clayton, M., Helms, B。, &Simpson, C。 (2006)。 Active prompting to decrease cell phone
use and increase seat belt use while driving. ノb″7″∂ゴοf AppゴゴθごBeh∂/ゴοr/″∂ゴysゴ島
θ2 341-349。
Cope, J. G。, &Allred, L. J. (1991)e Community intervention to deter illegal parking
in spaces reserved for the physically disabled。 ノbz/rr∂ゴ θf AppゴゴθごBeh∂1/ゴοr
И慶ガ′ガ島 24) 687-693。
Cope, 」. Ge, Allred, L. J。 (1990). 11legal parking in handicapped zones: Demographic
observations and review of the literatureo  Re力∂bゴゴゴι∂ιゴο″ Ps/θ力ゴogy,  3a
249-257。
Cope, J. G., Allred, L. 」., &Morsell, Jo M。 (1991)。 Signs as deterrents of illegal
parking in spaces designated for individuals with physical disabilities. ノbZ/rr′ゴ
θf AppゴゴθグBeh∂/ゴοr ttηゴ/sゴ島 24. 59-63.
Cope, J. G。, Lanier, To M., & Allred, Lo J. (1995)。 Contr01ling illegal parking in
spaces reserved for the physically disabledo  En/1°ronmθ″ι ∂″ど Beh′レを'Or, ′ζ
317-327.
Cope, J. G。, Moy, So S。, & Grossnickle, W. F. (1988). The behavioral impact of an
advertising campaign to promote safety belt use. ノb囲∂ゴ ο/｀ /ρβゴゴθσ Beh∂/ゴar
И″∂ノ/sゴ島 ′ゴ, 277-280。
Cox, M. G。, & Geller, Eo S. (2010). Prompting safety belt use: Comparative impact
on the target behavior and relevant body language. ノθ
“
′ゴ θf/ρβゴゴθグ3θ力∂/ゴοr
102
ル′ゴ/sゴ島 イニ 321-325.
Cox, Bo S., Cox, A. B., &Cox, D. 」 (2000). Motivating signage prompts safety belt
use among drivers exiting senior communities.  ノb″F″∂ゴ οf Appゴゴθσ Beh∂/ゴοr
И″∂ゴだゴ島 θユ 635-638。
Cox, Co D。, Cox, B. S。, & Cox, D. 」. (2005). Long一term benefits of prompts to use
safety belts among drivers exiting senior communities.  ノb″F″∂ゴ οf Appゴゴθノ
Beh′/ゴοr И″∂ゴ/sゴ島 θこ 533-536。
Crowley一Koch, B. J., Van HOuten, R。, &Lim, E. (2011). Effects of pedestrian prompts
on motorist yielding at crosswalks. ノbz/rraゴ θf/ρβゴゴθσ Beh∂/ゴοr И″′ゴ/sゴ島 イ4
121-126。
Dawes, Ro M. (1980).Social dilemmas.И″″z/∂ゴ′θ/ゴθ″οf Ps/θ力θゴο姿, θゴ, 169-193。
Engerman, J. A。, Austin, 」., & Bailey, Jo Se (1997). Prompting patron safety belt
use at a supermarket.ノb幽∂ゴ θ∫И″ゴゴθグBぬ∂/1θr И″∂ゴ/sゴ島 θα 577-579。
Farrell, L. V。, Cox, M. G., &Geller, Eo S. (2007). Prompting safety一belt use in the
context of a belt―use law: The flash一for life revisited. ノb囲∂ゴ οF Sa/bι
′θsθarθん θこ 407-411。
Fletcher, D。 (1995). A five一year study of effects of fines, gender, race, and age
on  illegal  parking  in  spaces  reserved  for  people  with  disabilities。
′θ力′ιゴゴゴι∂ιゴο″Psyc力οゴogy, イの 203-210.
Fletcher, D.(1996). 1llegal parking in spaces reserved for people with disabilities:
A review of the research. ノθυF″∂ゴ OF De/θゴοpmθ″ι∂″σ Physゴθb Dis′わゴゴゴιゴθ島 こ
151-165。
藤 井 聡 (2008).放置 自転 車 問題 にお け る規範 意識 とそ の解 決 方法.教育 と医学′
“
α
70-78。
藤井聡 (2003).社会的ジレンマの処方箋.ナカニシヤ出版:京都 .
103
藤井聡 (2002).放置駐輪問題 と社会的ジレンマ.都市計画′″,17-20。
Geller, Eo S。(1988). A behavioral science approach to transportation safetyo βνゴゴθιゴ″
οf ιttθルし″york Иθ∂demy ο∫ルし″θゴ″ら δ4 632-661。
Geller, E. S。, Bruff, C. D。, &Nimmer, 」. G. (1985). Flash for life: Community―based
prompting for safety belt promotion. ノb〃7″∂ゴ θf Appゴゴθσ Beh∂/ゴοr И″∂ゴ/sゴ島 ゴこ
309-314。
Geller, Eo S., Casali, J. G。, & JohnsOn, R. P。 (1980)。 Seat belt usage: A potential
target for applied behavior analysis。 ノb″F″∂ゴθfィρβゴゴθごBeh∂/ゴοr/″∂ゴ/sゴε′ ゴユ
669-675.
Gras, M. E., Cunill, M., Planes, M., Sullman, M. Jo M。, & 01iveras, C。 (2003).
Increasing safety一belt use in spanish drivers: A field test of personal prompts。
Jを屁/rr∂ゴ οf Appゴゴθご′θ力∂/ゴθr И″∂ゴ/sゴ島 θ4 249-251.
萩原剛 0藤井聡・池田匡隆 (2007).心理的方略による放置駐輪削減施策の実証的研究:東
京メ トロ千川駅周辺における実務事例.交通工学ノク 89-98.
Huybers, S., Van Houten, R., &Malenfant, 」. E. L. (2004). Reducing conflicts between
motor vehicles and pedestrians: The separate and combined effects of pavement
markings and a sign prompt。 ノθZ/rraゴοf Ap ゴゴθごBeh∂/1οr И″∂ゴysゴε; θζ 445-456。
伊藤正人 (2005).行動と学習の心理学 一日常生活を理解する.京都:昭和堂 .
伊藤正人 (2008).なぜ若者は路上に自転車を放置 してしま うのか 一心理学の視点から考
える一.教育と医学′
“
α 37-43。
長谷川芳典 (2003).スキナー以後の行動分析学 (13)50年後の「科学と人間行動」(前編).
岡山大学文学部紀要ノイα 23-40.
長谷川芳典 (1996).バイク駐車の行動分析:社会的ジレンマ状況における個体識別の意
義.岡山大学文学部紀要ノ″ 67-85.
樋村恭一 (2007).犯罪を防ぐしかけと心がけ.竹花豊 (監修)・樋村恭一・飯村治子 (編).
104
地域の防犯一犯罪に強い社会をつくるために― (pp。134-151).京都:北大路書房 .
Jason,  L.  A.  &  Jung,  R.  (1984).  Stimulus  control  techniques  applied  to
handicapped一designated parking spaces:  Deterring unauthorized use by the
nonhandicapped. 巳n/ゴronmθ″ι ∂″σjし力∂/ゴο為 ゴ4 675-686.
」ason, Lo A., & Liotta, R. (1982). Pedestrian jaywalking under facilitating and
nonfacilitatiing conditions. ノb囲∂ゴθf/″ゴゴθノBeh∂/ゴorル∂ゴ/sI島 ゴ, 469-473。
Jason, Lo A。, Neal, A. M., &Marinakis, G.(1985). Altering contingencies to facilitate
compliance with traffic light systems. 」bz/rraゴθf Appゴゴθσ Beh∂/ゴοr И″′ゴ/sゴ島 ゴこ
95-100.
梶田佳孝・外井哲志・佐々木友子 (2010).違法駐輪の撤去が駐輪行動の変化に及ぼす影響.
土木学会論文集 D′ σ4137-146。
警察庁交通局 (2012).平成23年中の交通事故の発生状況。平成 23年中の交通事故の発生
状況 2012年2月23日
<http://―.e一stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001086731>(2012年9月28
日)
警察庁交通局 (2010).平成21年中の交通事故の発生状況.平成 21年中の交通事故の発生
状況 2010年2月25日
<http://―.e一stato go.jp/SG1/estat/Pdfdlo do?sinfid=000007376127>(2010年6
月6日)
北折充隆 (2001).被害アピールが歩行者の信号無視行動に及ぼす影響.名古屋大学大学
院教育発達科学研究科紀要.心理発達科学ノイこ 267-275。
北折充隆・吉田俊和 (2000).違反抑止メッセージが社会規範からの逸脱行動に及ぼす影響
一大学構内の駐輪違反に関するフィール ド実験一.実験社会心理学研究ノイα 28-37.
神戸市市民参画推進局広報課 (2007).京阪神3都市放置自転車クリーンキャンペーン
2007。広報誌 「広報こうべ」 2007年H月号.
105
<http://kouhou.cityo kobe.jp/kouhoushi/0711/071107-1.html>(2008年6月30日)
Lavelle, J. M。, HOVell, M. F。, West, Mo P., &Wahlgren, D. R。 (1992). Promoting law
enforcement for child protection: A community analysis.  ノbυF″∂ゴοf Appゴゴθσ
Beh∂/ゴοr/″∂ゴ/sゴ島 2二 885-892。
松岡勝彦 0佐藤晋治・武藤崇・馬場傑 (2000)。視覚障害者に対する環境的障壁の低減:駐
輪問題への行動コミュニティ心理学的アプローチ.行動分析学研究′ゴa25-34。
Miltenberger, R. G。 (2001).Beh∂ァゴοrルb凌'ゴYθ∂ιゴο″メ ′ンゴ″θヱρゴθs a″ゴBrθθJz/rθs (2 nd
ed。).Belmont:CA:Wadsworth.園山繁樹・野呂文行・渡辺匡隆・大石幸二 (訳)(2006)。
行動変容法入門.大阪:二瓶社 .
内閣府政策統括官 (共生社会政策担当)付交通安全対策担当参事官室 (20H).平成 21年
「駅周辺における放置自転車盗の実態調査の集計結果」の概要について 20H年10月
31 日
<http://wwwo crOss一roado go.jp/disp_sube php?corner_id=6&category_id=1&subcate
gory_id=1>(2012年9月 8日)
Nau, Po A。, Van Houten, R。, Rolider, A。, &Jonah, B. A。(1993). The failure of feedback
on alcohol impairment to reduce impaired driving. ノbZ/rr∂ゴ θ/P A pゴゴθごBeh′/ゴοr
ん%ガ/sゴε′ 26, 361-367。
沖中武・嶋崎恒雄 (2010).自己記録 と自己目標設定がソフ トテニスのファース トサービス
の正確性に及ぼす効果.行動分析学研究′″ (2),43-47。
小野浩一 (2005)。行動の基礎 一豊かな人間理解のために一.東京:培風館 .
大阪市建設局・国土交通省大阪国道事務所 (20H).御堂筋 「自転車をきちんと使 う」キャ
ンペーン.大阪市建設局 0国土交通省大阪国道事務所 20H年10月
<http://―。sogO一chosao com/midousuji/index.html>(2012年9月28日)
PastO, L。, &Baker, A. G. (2001). Evaluation of a brief intervention for increasing
seat belt use on a college campus. Beh∂/ゴοr″baり°ゴシ'θ∂ιゴθη′ 2二 471-486。
106
Ragnarsson, Ro S。& Bjёrgvinsson, T。 (1991). Effects of public posting on driving
speed in lcelandic traffic. ノο″
“
aゴ θf Appゴゴθごβθ力∂/ゴοr И
“
ゴ/sゴ島 ′4 53-58。
Roquё, G. M。, & Roberts, M. C. (1989). A replication of the use of public posting
in traffic speed control. ノb“∂ゴ οゴP AppゴゴθどBeh∂/ゴοr И″∂ゴysゴ島 22, 325-330。
佐伯大輔 0伊藤正人 (2004).都市の放置自転車問題に対する心理学的アプローチ.都市文
化研究′ イ,44-55.
佐藤晋治・武藤崇・松岡勝彦・馬場傑・若井広太郎 (2001)。点字ブロック付近への迷惑駐
輪の軽減一データ付きポスター掲示の効果一.行動分析学研究′ゴ436-47。
Seekins, T。Fawcett, S. B。Cohen, S. H., Elder, 」  P., JasOn, L. A。, Schnelle, J.
F。, & Winett, R. A. (1988). Experimental evaluation of public policy: The case
of state legislation for child passenger safety. ノbνF″∂ゴ ο/・ A pゴθσ Be力∂/ゴοr
И″∂ゴ/sゴ島 ′ゴ, 233-243.
Smith, S. L。, &Ward, P。 (2006). Behavioral interventions to improve performance in
collegiate football. ノbZ/rraゴ θf Иノ ゴθごBeh∂/ゴθr И
“
ゴ/sゴ島 39, 385-391。
Streff, F. M., & Geller, E. S. (1986). Strategies for motivating safety belt use:
The application of applied behavior analysis。 ル ∂ゴ左み肋 θ∂ιゴο″Resθrθカ ー「 乃θory
∂″グPraθιゴθθ弓 ゴ, 47-59。
Suarez de Balcazar,  Y。,  Fawcett,  So  B。,  & Balcazar,  Fo  E。 (1988).  Effects of
environmental design and police enforcement on violations of a handicapped
parking ordinance. ノο
“
∂ゴ θ/P Appゴゴθ Beha/ゴθr/″′ゴysゴs, ′ゴ, 291-298.
社団法人 自転車協会 (2009).自転車の国内市場の需要動向 平成 20年3月か ら平成 21年
2月まで。社団法人 自転車協会 2009年7月
<http://wwwo jitensha一kyokaio jp/hojojigyou/%8E%A9%93%5D%8E%D4%82%CC%8D%91%93
%EO%8Es%8F%EA%82%CC%8E%F9%97v%93%AE%8C%FC%20H20-21。pdf〕> (20111卜2ノ月 9 日)
Thyer, B. A。, Geller, E. S., Williams, M., & Purcell, E. (1987). Community一based
107
``Flashing"  to increase safety belt use. ノb″F″∂ゴοf Experimθ″ι∂ゴ」Jνレθ∂ιゴοn, 5a
155-159。
Van Houten, R.(1988). The
safety in a crosswalk
effects of advance stop lines and sign prompts on pedestrian
on a multilane highway. ノb“∂ゴοf AppゴゴθグBeh∂/ゴθr И″∂ゴ/sゴ易
2■, 245-251。
Van Houten, R., Hill, S., &Parsons, M. (1975)。 An analysis of a performance feedback
system: The effects of timing and feedback, public posting, and praise upon
academic performance and peer interaction. ノbυr″∂ゴοf Appゴゴθノ′θ力∂/ゴοr И″′ゴ/sゴ島
さ≒ 449-457。
Van Houten, R。, Hilton, B., Schulman, R。, &Reagan, I。(2011). Using accelerator pedal
force to increase seat belt use of service vehicle drivers。 ノb“∂ゴ θf Appゴゴθグ
Beh′/ゴοrル∂ゴ/sゴ島 イ4 41-49.
Van Houten, R。, &Malenfant, J. E. L. (2004). Effects of a driver enforcement program
on ylelding to pedestrians. ノb幽∂ゴ θ∫加 ゴゴθσ Beh∂/ゴοrル∂ゴだ Is♭ θζ 351-363。
Van Houten, R., Malenfant, J. Eo L., Austin, J。 & Lebbon, A。(2005). The effects
of a seatbelt―gearshift delay prompt on the seatbelt use of motorists who do not
regularly wear seatbelts. ノο
“
∂ゴ οf AppゴゴθグBeh∂/ゴοr И″ゴ/sゴ5, 38, 195-203。
Van Houten, R。, Malenfant, J. E. L。, &Rolider, A. (1985). Increasing driver yielding
and pedestrian signaling with prompting, feedback, and enforcement. ノb“∂ゴ οF
イρρゴゴθごBぬ∂/ゴοrル∂ゴ/sゴ島 ゴ4 103-110。
Van Houten, R。, Malenfant, 」. E. L。 Reagan, I。, Sifrit, K。, Compton, R。, &Tenenbaum,
」。 (2010). Increasing seat belt use in service vehicle drivers with a gearshift
delay.ノb卿∂ゴ θf AppゴゴθノBeha/ゴοr И″∂ゴ/sゴ島 イθ, 369-380。
Van Houten, R。, & Nau, Po A. (1983)。 Feedback interventions and driving speed: A
parametric and comparative analysis。 ノb″7″∂ゴ θf AppゴゴθノBeh′/ゴοr И″∂ゴ/sゴs♭ ゴ4
108
253-281.
Van Houten, R。, &Nau, Po A. (1981). A comparison of the effects of posted feedback
and increased police surveillance on highway.  ノbZ/ra∂ゴ οf Иρρゴゴθご 3θ力∂/ゴθr
И″∂ゴ/sゴ島 ゴ4 261-271。
Van Houten, R., Nau, P., &Marini, Z。(1980). An analysis of public posting in reducing
speeding behavior on an urban highway. ノb囲∂ゴοノィββゴゴθごBeh∂/ゴor И″∂ゴysゴ5, ノこ
383-395。
Van Houten, R. & Retting, R. A. (2001). Increasing motorist compliance and caution
at stop signs。 ノθ
“
∂ゴ οf AppゴゴθごBeh∂/ゴοr И
“
ゴ/sゴ島 θ4 185-193。
Van Houten, R。, Rolider, A., Nau, Po A。, Friedman, R。, Becker, M., Chalodovsky, I.,
&Scherer, M. (1985). Large一scale reductions in speeding and accidents in Canada
and lsrael: A behavioral ecological perspective. ノb卿∂ゴ ο/・ /ρρゴゴθσ Beh∂/ゴο
И″∂ゴ/sゴ島 ゴこ 87-93.
Van Houten, R。, Van Houten, J。, &Malenfant, 」。 Eo L.(2007). Impact of a comprehensive
safety program on bicycle helmet use among middle一school childre .ノb“∂ゴ οf
И″ゴゴθごBぬ∂/ゴοr И″∂ゴ/sゴ島 イα 239-247.
Van Wagner, M., Van Houten, R。, & Betts, B. (2011). The effects of a rectangular
rapid一flashing beacon on vehicle speed. ノb“∂ゴ οf Appゴゴθσ B ha/ゴοr И″∂ゴ/sゴ島
イ4 629-633。
Ward, P。, &Carnes, M.(2002). Effects of posting self一se  g als on coll giate football
players' skill execution during practice and games. ノο〃7″∂ゴOf AppゴゴθグBθ乃∂/ゴοr
И″∂ゴ/sゴ島 θ, 1-12。
White, W., JOnes, Mo L., Ulicny, G. R。, Powe l, L. K。, & Mathews, Ro M. (1988).
Deterring unauthorized use of handicapped parking spaces.  ′θ力∂わゴゴゴι∂ιゴon
Ps/θttθゴο到, 3θ, 207-212。
109
Williams, M。, Thyer, B. A。, Bailey, J. S., &Harrison, D. F. (1989). Prompting safety
belt use with traffic signs and prompters。 ノbυ7″∂ゴθf AppゴゴθごBeh∂ァゴοr И″∂ゴ/sゴ島
22, 71-76.
110
謝 辞
博士論文の作成にあたり、ご指導頂きました先生方ならびに博士論文の審査にご協力頂
きました先生方に心から御礼申し上げます。浮田潤先生には、大学院入学時からゼミに受
け入れて頂き、いつも温かくご指導頂きました。嶋崎恒雄先生には、卒業論文ならびに修
士論文のご指導をはじめ、特に博士論文の研究開始時には大きなお力添えを頂きました。
大阪市立大学の伊藤正人先生には、お忙しい中突然の副査の依頼に対してご1夫諾頂いた上、
本博士論文に対して非常に的確なご指摘を頂きました。
本学の迫田圭介様ならびに椿本伸明様には、私の研究に対してご興味を持つて頂き、研
究に必要なデータおよび研究活動の場を与えて頂きました。また、警備会社の方々には、
特に歩道走行の研究実施に際し、多大なるご協力を頂きました。
職場の皆様には、特に後期課程在学の継続にあたつて様々なご配慮を賜 り、3年で博士
論文の提出にこぎつけることができました。
他にも、様々な場面でご指導頂きました先生方、先輩方をはじめ、お世話になった同期
や後輩等、お名前を挙げると枚挙にいとまがありません。これら多くの方々のご支援がな
ければ、この博士論文が完成することはありませんでした。厚く御礼申し上げます。
最後に、私がやりたいことをこれまで自由にやらせてくれた、母、祖母と祖父に深い感
謝の気持ちを送ります。
2013年3月
オ十
?
?
